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第２章 指定ＮＰＯ法人の管理・運営について 
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１ 指定ＮＰＯ法人の報告義務 

 

⑴ 事業年度終了後の役員報酬規程等の報告 

指定ＮＰＯ法人は、毎事業年度初めの３か月以内に、下表①～⑨に掲げる書類を知事に提出

しなければなりません（条例 11、規則 35）。 

（注） すべてのＮＰＯ法人は、毎事業年度初めの３か月以内に、知事（権限移譲市町村にあっては、当

該市町村長）に事業報告書等を提出する必要があります（法 29）。 

○ 知事に毎事業年度提出する書類一覧 

（注１） ④⑥欄の「役員等」とは、役員、社員、職員、寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは

三親等以内の親族又はこれらの者と次のイ～ハに掲げる特殊の関係にある者をいいます。 
    イ 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある関係 
    ロ 使用人である関係及び使用人以外の者でこれらの者から受ける金銭でその他の財産によっ

て生計を維持している関係 
    ハ 上記イ、ロに掲げる関係のある者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一

にしている関係 
（注２） ⑤欄の「特殊の関係」は、（注１）イ～ハに掲げる関係をいいます。 
 
 
 
 

 提 出 書 類 参照ページ 

① 控除対象特定非営利活動法人役員報酬規程等提出書 113 

② 
前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

（内容に変更がない場合、毎事業年度の提出は不要） 
 

③ 
収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事

項を記載した書類 前 

事 

業 

年 

度 

の 

収 

益 

の 

明 

細 

な 

ど 

114～120 

④ 

次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関

する事項を記載した書類 

イ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれにつ

いて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場

合におけるそれぞれ第１順位から第５順位までの取引 

ロ 役員等（注１）との取引 

⑤ 

寄附者（当該指定ＮＰＯ法人の役員、役員の配偶者若しくは

三親等以内の親族又は役員と特殊の関係（注２）のある者で、前

事業年度における当該指定ＮＰＯ法人に対する寄附金の合計

額が 20 万円以上であるものに限ります。）の氏名並びにその寄

附金の額及び受領年月日を記載した書類 

⑥ 役員等（注１）に対する報酬又は給与の状況 

⑦ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日 

⑧ 
海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその

金額及び使途並びにその実施日を記載した書類 

⑨ 

指定基準に適合している旨を説明する書類（P62～104）のうち、
条例第４条第２号、第６号（ロに係る部分を除く。）、第７号イ及
びロ、第８号、第９号、第 11 号並びに第 14 号に掲げる基準に適
合している旨を説明する書類 
※指定基準等チェック表（第１表、第９表、第 10 表（初葉）、第
11 表、第 12 表、第 14表、第 16表） 

62、85～90 
96～103 
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⑵ 助成金支給の報告 

指定ＮＰＯ法人は、助成金の支給を行ったときには、支給後遅滞なく、助成金の実績を記載

した書類を作成し、知事に提出しなければなりません（条例 11②、規則 35②）。 

 

 ⑶ その他の報告（変更の届出） 

   指定ＮＰＯ法人は、次表に掲げる「提出するとき」欄に該当する事項がある場合には、「提

出書類」欄に掲げる書類を知事に提出する必要があります。 

 

 

提 出 す る と き 提 出 書 類 参照ページ 

 法人の代表者の氏名、現に

行っている事業及びその地域

を変更した場合 

（条例 9①） 

①代表者氏名等変更届出書 

（第 3号様式 規則 33） 

②県内においてＮＰＯ活動を行ってい

ることを証する書面（注） 

③当該事項の変更を議決した会議の議

事録の謄本（注） 

（注 事業及びその地域の変更の場合） 

 

 

112 
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２ 指定ＮＰＯ法人の情報公開 

 

⑴  指定ＮＰＯ法人の情報公開（備置き、閲覧） 

指定ＮＰＯ法人は、以下の書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場

合を除いて、これをその事務所において閲覧させなければならないこととされています（P109

ページの「指定ＮＰＯ法人の青森県における閲覧等書類一覧」参照）（条例 8、10）。 

① 事業報告書等 

② 役員名簿 

③ 定款等 

④ 指定の申出書に添付した指定の基準に適合する旨を説明する書類 

⑤ 指定の申出書に添付した寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 

⑥ 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

⑦ 前事業年度の収益の明細など 

⑧ ⑦のほか、規則 34②で定める書類 

⑨ 助成金の支給の実績を記載した書類 

 

（注）①～②の書類を請求に応じて閲覧させる場合、個人の住所又は居所に係る記載の部分

を除くことができます。（条例 8②） 

 

⑵ 指定ＮＰＯ法人の情報公開（インターネット） 

指定ＮＰＯ法人は、その名称、代表者の氏名等のほか、上記の書類のうち、①、③、⑤につ

いて、自らのホームページ等に掲載するなど、インターネットを利用して公表しなければなり

ません（P109 の「指定ＮＰＯ法人の青森県における閲覧等書類一覧」参照）（条例 8②、10⑥）。 

 

 ⑶ 知事の情報公開（閲覧・謄写） 

知事は、指定ＮＰＯ法人から提出を受けた上記(1)の書類について、閲覧又は謄写の請求が

あったときは、これを閲覧させ、又は謄写させることとしています（条例 12、規則 36）。 

 

⑷ 指定ＮＰＯ法人及び青森県における閲覧等書類一覧 

   指定ＮＰＯ法人及び青森県において閲覧（青森県においては謄写も可能です。）の対象とな

る書類及びその閲覧可能期間は次のとおりです。 
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≪指定ＮＰＯ法人及び青森県における閲覧等書類一覧≫ 

※1 上記のほか、法人の名称、代表者の氏名、主たる事務所及び県内のその他の事務所の所在地、設立年月日及び役員

の職名及び氏名について、インターネットを利用して公表しなければなりません（条例 8②） 

※2 指定ＮＰＯ法人が閲覧させる場合、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除くことができます（条例 8②）。知事

が閲覧又は謄写させる場合、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いて閲覧又は謄写させなければいけません（令

和 2年改正法 30）。 

 

 

書    類    名 

指定ＮＰＯ法人 知事 

備置 

期間 

公  開 閲 

覧 

謄 

写 

期間 閲

覧 

ｲﾝﾀ

ｰ 

ﾈｯﾄ 

期間 

事業

報告

書等 
(※2) 

事業報告書 作
成
日
か
ら
５
年
が

経
過
し
た
日
を
含
む

事
業
年
度
の
末
日
ま

で 

○ 

○ 
作
成
日
か
ら
５
年
が

経
過
し
た
日
を
含
む

事
業
年
度
の
末
日
ま

で 
○ 

過
去
５
年
間
に
提
出

を
受
け
た
も
の 

計算書類（活動計算書、貸借対照表）、財産目録 

年間役員名簿（各事業年度において役員であった者全員の

氏名及び住所等並びに報酬の有無を記載した名簿）  

社員のうち 10人以上の者の氏名及び住所等を記載した書面  

前事業年度の寄附者名簿 
作成の日から 

起算して 5 年間  

役員名簿(※2) 
常時 ○ 

 
最新のもの ○ 最新のもの 

定款等（定款、認証及び登記に関する書類の写し） 
定款 

指定の申出書に添付した指定の基準に適合する旨を説明する書類 指
定
の
効
力

の
生
じ
る
期

間
中 

○ 

 

指
定
の
効
力

の
生
じ
る
期

間
中 

○ 指
定
の
効
力

の
生
じ
る
期

間
中 

指定の申出書に添付した寄附金を充当する予定の具体的な事業の

内容を記載した書類 
○ ○ 

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

作
成
日
か
ら
５
年
が
経
過
し
た
日
を
含
む
事
業
年
度
の
末
日
ま
で 

○  

作
成
日
か
ら
５
年
が
経
過
し
た
日
を
含
む
事
業
年
度
の
末
日
ま
で 

○ 

過
去
５
年
間
に
提
出
を
受
け
た
も
の 

前

事

業

年

度

の

収

益

の

明

細

な

ど
 

収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関す

る事項を記載した書類 
○ ○ 

資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関

する事項を記載した書類 
○ × 

次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容

に関する事項を記載した書類 

イ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれに

ついて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付

した場合におけるそれぞれ第１順位から第５順位までの

取引 

ロ 役員等との取引 

○ ○ 

寄附者（当該指定ＮＰＯ法人等の役員、役員の配偶者若

しくは３親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者

で、前事業年度における当該指定ＮＰＯ法人等に対する寄

附金の額の合計額が 20 万円以上であるものに限ります。）

の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日を記載した書

類 

○ ○ 

役員等に対する報酬又は給与の状況を記載した書類 ○ ○ 
支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日を

記載した書類 
○ ○ 

海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるそ

の金額及び使途並びにその実施日を記載した書類 
○ ○ 

指定基準に適合している旨を説明する書類（P60～102）のうち、

条例第 4 条第 2号、第 6号（ロに係る部分を除く。）、第 7号イ及び

ロ、第 8号、第 9号、第 11 号並びに第 14 号に掲げる基準に適合し

ている旨を説明する書類 

※指定基準等チェック表（第 1 表、第 9 表、第 10 表（初葉）、第

11表、第 12 表、第 14表、第 16 表） 

○ ○ 

「助成金の支給の実績」を記載した書類 

作
成
の
日
か
ら
５

年
が
経
過
し
た
日

を
含
む
事
業
年
度

の
末
日
ま
で 

○ 

作
成
の
日
か
ら
５

年
が
経
過
し
た
日

を
含
む
事
業
年
度

の
末
日
ま
で 

○ 
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３ 指定ＮＰＯ法人に対する監督等 

 

⑴ 指定ＮＰＯ法人に対する報告及び検査 

① 知事は、指定ＮＰＯ法人が法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反し、

又はその運営が著しく適正を欠いている疑いがあると認めるときは、当該指定ＮＰＯ法人に

対し、その業務若しくは財産の状況に関し報告をさせることができます。 

また、職員に当該指定ＮＰＯ法人の事務所その他の施設に立ち入り、その業務若しくは財

産の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させることができます(条例 14①)。 

② 上記①の検査については、次のように定められています。 

 イ 知事は、当該検査をする職員に、①の疑いがあると認める理由を記載した書面を、あら

かじめ、指定ＮＰＯ法人の役員等に提示させることとしています（条例 14②)。 

 ロ 知事が①の検査の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認める場合には、上記イの

書面の提示を要しないこととしています（条例 14③)。 

 ハ 上記ロの場合において、知事は、その検査を終了するまでの間に、当該検査をする職員

に、①の疑いがあると認める理由を記載した書面を、指定ＮＰＯ法人の役員等に提示させ

るものとしています（条例 14④)。 

 ニ 上記①の検査をする職員が、当該検査により上記イ又はハで理由として提示した事項以

外の事項について、①の疑いがあると認められることとなった場合において、当該事項に

関し検査を行うことを妨げるものではありません。この場合、イ又はハの規程による書面

の提示は、当該事項に関する検査については適用しないものとしています（条例 14⑤)。 

 ホ ①の検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを提示しなけれ

ばなりません。また、この検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものではありませ

ん（条例 14⑥、⑦、規則 38)。 

 

⑵ 指定ＮＰＯ法人に対する勧告、命令等 

  イ 知事は、指定ＮＰＯ法人について、(3)ロ①から⑧の控除対象寄附金の条例の定めを廃止

する手続を行うことができる事由のいずれかに該当すると疑うに足りる相当な理由がある

場合には、当該指定ＮＰＯ法人に対し、期限を定めて、その改善のために必要な措置を採る

べき旨の勧告をすることができます(条例 15①)。 

ロ 知事は、上記①の規定による勧告を受けた指定ＮＰＯ法人が、正当な理由がなく、その勧

告に係る措置を採らなかったときは、当該指定ＮＰＯ法人に対し、その勧告に係る措置を採

るべきことを命ずることができます(条例 15②)。 

ハ 上記イの勧告及びロの命令は、書面により行うよう努めなければなりません（条例15③）。 

ニ 知事は、上記イの勧告又はロの命令をしたときは、インターネットの利用その他適切な方

法により、その勧告の内容又は命令をした旨を公表しなければなりません（条例 15④）。 

 

⑶ 控除対象寄附金の条例の定めを廃止する手続を行う場合 

イ  知事は、指定ＮＰＯ法人が次のいずれかに該当するときは、控除対象寄附金の条例の定め

を廃止するために必要な手続を行わなければなりません(条例 16①)。 

① 県内に主たる事務所を有しなくなったとき。 

② 欠格事由（欠格事由についてはＰ50～51 を参照願います。）のいずれかに該当するとき 

③ 偽りその他不正の手段により指定ＮＰＯ法人となったとき 

④ 継続申出期間に指定継続の申出をしなかったとき（同項ただし書の場合を除く） 

⑤ 指定継続の申出があった場合において、当該法人が指定の基準に適合しないと知事が
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認めたとき 

⑥ 合併の届出があった場合において、合併後のＮＰＯ法人が指定の基準に適合しないと

知事が認めたとき 

⑦ 正当な理由がなく、上記(2)ロの命令に従わないとき 

⑧ 控除対象特定非営利活動法人から、当該法人に係る控除対象寄附金の条例の定めの廃

止について申出があったとき 

⑨ 指定ＮＰＯ法人が解散したとき 

ロ 知事は、指定ＮＰＯ法人が次のいずれかに該当するときは、控除対象寄附金の条例の定め

を廃止するために必要な手続を行うことができます(条例 16②)。 

① 条例第 4条第 2号（県内において特定非営利活動を行っている（P40 参照））、第 6 号（運

営組織及び経理に関する基準（P45～46 参照））、第 7号イ、ロ（事業活動内容の適正性に

関する基準（P46～48 参照））、第 11 号（法令等の不正行為等に関する基準（P49～50 参

照）に掲げる基準に適合しなくなったとき 

② 正当な理由がないのに、条例第 8条第 1 項又は第 10 条第 5 項の規定（情報公開（P108

～109 参照））に違反して書類を閲覧させず、又は虚偽の書類を閲覧させたとき 

③ 正当な理由がないのに、条例第 8 条第 2項又は第 10 条第 6 項の規定（インターネット

による情報公開（P108～109 参照））に違反して書類を公表しなかったとき 

④ 条例第 9 条第 1 項（代表者の氏名、現に行っている事業の概要及びその地域の変更）

又は第 13条第 1項（指定ＮＰＯ法人の合併）の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽

の届出をしたとき（変更の届出（P107 参照）） 

⑤ 条例第 10 条第 1 項（第 13 条第 4 項において準用する場合を含む。）、第 2 項、第 3 項

又は第 4 項の規定（情報公開（P108～109 参照））に違反して、書類を備え置かず、又は

これに記載すべき事項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき 

⑥ 条例第 11 条の規定（役員報酬規程等の提出（P106 を参照））に違反して、書類の提出

を怠ったとき 

⑦ 条例第 14 条第 1 項の規定（指定ＮＰＯ法人に対する報告及び検査（P110 参照））の規

定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨

げ、若しくは忌避したとき 

⑧ 上記①～⑦のほか、法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反したとき 

ハ 控除対象寄附金の条例の定めを廃止する手続き等について、次のように定められています。 

①  知事は、控除対象寄附金の条例の定めを廃止したときは、指定を受けていたＮＰＯ法

人に対し、その旨及びその理由を速やかに書面により通知するとともに、インターネッ

トの利用その他の適切な方法により、その旨を周知します（条例 16③、④)。 

② 知事は、控除対象寄附金の条例の定めに係る申出等この条例の施行のため必要がある

と認めるときは、警察本部長、官庁、他の公共団体等に照会等を行うこととしています(条

例 17、18)。 

① 欠格事由の概要（P50～51 参照）のイ④及びヘの事由 県警察本部長 

② 欠格事由の概要（P50～51 参照）のニ及びホの事由 国税庁長官、関係知事又は関係

市町村長 
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第３号様式（県規則第３３条関係） 

年  月  日 

 

  青森県知事          殿 

 

（控除対象特定非営利活動法人の名称） 

                           代表者氏名           

                          電話番号 

 

代表者氏名等変更届出書 

 

下記のとおり変更があったので、青森県控除対象特定非営利活動法人に係る寄附金を定めるための

手続等に関する条例第９条第１項の規定により、届け出ます。 

 

記 

 

１ 変更する事項 

 

 

２ 変更の内容 

変更年月日 変    更    後 変    更    前 
   

 

３ 変更の理由 

 

 

（備考） 

 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 

 ２ 現に行っている事業の概要又は当該事業を行っている地域の変更の場合、届出書には、次に掲

げる書類を添付すること。 

○1  条例第３条第２項第２号に掲げる書類（条例第４条第２号に係るものに限る。）[２部] 

○2  当該事項の変更を議決した会議の議事録の謄本（定款の変更を伴わない場合に限る。） 
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（県規則第 35 条第１項関係様式例） 

年  月  日   

 

青森県知事        殿 

 

（控除対象特定非営利活動法人の名称） 

代表者氏名                

電話番号                 

 

控除対象特定非営利活動法人役員報酬規程等提出書 

 

 青森県控除対象特定非営利活動法人に係る寄附金を定めるための手続等に関する条例第 11 条第

１項の規定により、次の書類を提出します。 

 

記 

 

１ 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

提出しない場合 

 最後に役員報酬規程等を提出した事業年度 年度 

最後に職員給与規程等を提出した事業年度 年度 

２ 前事業年度の次に掲げる事項を記載した書類 

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項 

② 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項 

  (1) 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いもの

から順次その順位を付した場合におけるそれぞれ第１順位から第５順位までの取引 

  (2) 役員等との取引 

 ③ 寄附者（当該控除対象特定非営利活動法人の役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族

又は役員と特殊の関係のある者で、前事業年度における当該控除対象特定非営利活動法人等に

対する寄附金の額の合計額が 20 万円以上であるものに限る。）の氏名並びにその寄附金の額及

び受領年月日 

④ 役員等に対する報酬又は給与の状況 

 ⑤支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日 

 ⑥海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日 

３ 条例第４条第２号、第６号（ロに係る部分を除く。）、第７号イ及びロ、第８号、第 9 号、第 11

号並びに第 14 号に掲げる基準に適合している旨を説明する書類 

 

（備考） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 
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青森県控除対象特定非営利活動法人に係る寄附金を定めるための手続等に関する条例 

第 10 条第２項第３号に定める事項を記載した書類 

法人名  事 業 年 度  年 月 日～ 年 月 日 

 

１ 資金に関する事項［①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項］ 

※ 丸数字は、規則第 34 条第１項各号に対応しています。以下同じです。 

 
⑴ 収益の源泉別の明細 

収  益  源  泉  の  内  訳 金       額 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

合                   計 円 

 
 

⑵ 借入金の明細 

借       入       先 金       額 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

合                  計 円 

 
 ⑶ その他 
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法人名  事 業 年 度  年 月 日～ 年 月 日 

２ 取引の内容に関する事項［③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取

引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれ

ぞれ第一順位から第五順位までの取引 ロ 役員等との取引］ 

 
 ⑴ 収益の生ずる取引の上位５者 

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等 

  円  

  円  

  円  

  円  

  円  

 
 
 ⑵ 費用の生ずる取引の上位５者 

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等 

  円  

  円  

  円  

  円  

  円  

 
 
⑶ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引 
イ 資産の譲渡（棚卸資産を含む。） 

取引先の氏名等 
法人との 

関  係 
住所又は所在地 

譲 渡 

年月日 
譲 渡 価 格 譲渡資産の内容等 

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  
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法人名  事 業 年 度  年 月 日～ 年 月 日 

 

 
ロ 資産の貸付け（金銭の貸付けを含む。） 

取引先の氏名等 
法人との 

関  係 
住所又は所在地 

貸 付 

年月日 
対 価 の 額 貸付資産の内容等 

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

 
 
  ハ 役務の提供（施設の利用等を含む。） 

取引先の氏名等 
法人との 

関  係 
住所又は所在地 

役務の提

供年月日 
対 価 の 額 役務提供の内容等 

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  
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法人名  事 業 年 度  年 月 日～ 年 月 日 

 

３ 寄附者に関する事項［④寄附者（役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が

20万円以上であるものに限る。）の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日］ 

 

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 

 円 .    . 
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法人名  事 業 年 度  年 月 日～ 年 月 日 

 

４ 役員等に対する報酬又は給与の状況［⑤役員等に対する報酬又は給与の支給の状況］ 

 

役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれ

らの者と特殊の関係にある者（注１）（以下「役員等」という）に対する報酬又は給与の支給について記

載してください。 
（注１）「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と

特殊の関係にある者」とは次の者が該当します。 

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族  

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若し

くは三親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者  

 

イ 役員等に対する報酬又は給与の支給（ロを除く）                                                             

氏    名 職 名  
法人との関係 
（注２） 

報酬・給与の 
区    分 

支 給 期 間 等 支 給 金 額 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

（注２）注１の①～④の内容を具体的に記述します。 

 

 

ロ 給与を得た職員の総数及び総額 

集 計 期 間   年  月  日 ～   年  月  日 
 

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額  

 円 
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法人名  事 業 年 度  年 月 日～ 年 月 日 

 

５ 支出した寄附金に関する事項［⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日］ 

 

支 出 先 の 名 称 等 住 所 等 支 出 金 額 支 出 年 月 日 寄 附 の 目 的 等 

 
 

円   

 
 

円   

 
 

円   

 
 

円   

 
 

円   

 
 

円   

 
 

円   

 
 

円   

 
 

円   

 
 

円   

 
 

円   

 
 

円   

 
 

円   

 
 

円   

 
 

円   

 
合   計 円   
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法人名  事 業 年 度  年 月 日～ 年 月 日 

 

６ 海外への送金等に関する事項［⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び

にその実施日］ 

 

 

実  施  日 使          途 金   額 

.    . 
 

円 

.    . 
 

円 

.    . 
 

円 

.    . 
 

円 

.    . 
 

円 

.    . 
 

円 

.    . 
 

円 

.    . 
 

円 

.    . 
 

円 

.    . 
 

円 
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資産の譲渡等の内容に関する事項［②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項］ 

 

法人名  事 業 年 度 年 月 日～ 年 月 日 

 
⑴ 資産の譲渡に係る料金及び条件等 

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等 

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 
 ⑵ 資産の貸付けに係る料金及び条件等 

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等 

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 
 ⑶ 役務の提供に係る料金及び条件等 

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等 

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  
 

※この書類は所轄庁へ提出する必要はありませんが、閲覧の請求があった場合、 
指定 NPO 法人等の事務所において閲覧させなければならないこととなっています。 
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「条例第 10 条第２項第３号に定める事項を記載した書類」記載要領 

 

１ 「１ 資金に関する事項」欄 

  ⑴欄には、受取寄附金、○○事業収益、○○資産売却益、受取利息等の収益の源泉別の内訳を記載します。 

  ⑵欄には、借入金がある場合に、その借入先ごとの内訳を記載します。 

 ⑶欄には、上記の他に資金に関する重要な事項がある場合に記載します。 

 

２ 「２ 取引の内容に関する事項」欄 

  ⑴及び⑵の各欄には、収益及び費用が生ずる取引それぞれについて取引金額の最も多いものから上位５者に対する、

取引内容等について記載します。 

  ⑶の各欄には、役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の親族等との取引等について記載します。 

（注意事項） 

この場合の「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の親族等」とは次の者が該当します。 

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族  

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三

親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

３ 「３ 寄附者に関する事項」欄 

  当期中の寄附者のうち、役員、役員の親族等で寄附金の額の事業年度中の合計額が 20 万円以上の者について記載し   

ます。 

（注意事項） 

この場合の「役員の親族等」とは次の者が該当します。 

① 役員の配偶者若しくは三親等以内の親族 

② 役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ 役員の使用人及び使用人以外の者で当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持しているもの 

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしているもの 

 

４ 「４ 役員等に対する報酬又は給与の状況」欄 

イの欄には、役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら

の者と特殊の関係にある者に対する報酬又は給与の支給について記載します。ロの欄には、当期中に給与を支給した

従業員の総数と総額を記載します。なお、記載方法については、P123 を参照してください。 

 

５ 「５ 支出した寄附金に関する事項」欄 

  当期中に支出した寄附金（助成金を含みます。）について記載します。 

 

６ 「６ 海外への送金等に関する事項」欄 

  海外への送金又は金銭の持出しを行った場合に記載します。 

 

「資産の譲渡等の内容に関する事項」欄 

（知事への提出は不要ですが、NPO 法人において、作成、備置、閲覧については引き続き行う必要があります。） 

⑴～⑶の各欄には、譲渡資産等の内容、料金及び特定の者に対する割引販売等の譲渡等における条件を記載します。 

個別の記載に代えて、料金表、カタログ等を添付する場合には、その旨を記載します。 
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毎事業年度提出することとなった「役員等に対する報酬又は給与の状況」（P118）の 

記載方法について 
 

指定 NPO 法人の指定基準では、指定の申出時に、役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利

益を与えないこと（条例 10②三）を示す書類として、「役員等に対する報酬又は給与の支給」の状況を

記した書類を青森県に提出することになっていますが、令和３年の NPO 法施行規則の改正に伴い改正し

た条例施行規則により、これを毎事業年度提出することになりました（規則 34①五）。 

職員に対する給与については、これまでどおり、「給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与

の総額に関する事項」（ロ）の記載でもって足りるものとするため、個別の職員に対する給与の記載は

求めていませんが、役員等が職員として従事して給与を得ていた場合、例えば、役員の親族で職員であ

る者に対する給与については、役員の親族に対する給与として、イにおいて個別に記載してください。 

なお、「社員」又は「寄附者」が職員を兼務している場合に限っては、指定 NPO 法人の事務負担軽減

等の観点から、「イ 役員等に対する報酬又は給与の支給（ロを除く）」における職員としての給与の

記載については、氏名欄に給与を得た社員又は寄附者の総数、支給金額欄にその支給総額を記載する方

法で、記載事項をそれぞれ１つにまとめて記載することができるものとします。 

 
イ、ロに記載する役員等に対する報酬又は給与の考え方 

 役員等が職員を兼ねている場合 
役員等が職員を 
兼ねていない場合 

職員のみの場合 

イに記載
する事項 

〇役員等に対する報酬 
〇役員等に対する給与  それぞれ個別に記載 

〇役員等に対する 
報酬又は給与と 
して記載 

※個別記載は不要 

ロに記載
する事項 

〇職員に対する給与の総数及び総額にも 
計上 

 
〇職員に対する 

給与の総数及び 
総額に計上 
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（県規則第 35 条第２項関係様式例） 

 

年  月  日   

 

青森県知事        殿 

 

（控除対象特定非営利活動法人の名称） 

代表者氏名                

電話番号                 

 

控除対象特定非営利活動法人助成金支給実績記載書類提出書 

 

 助成金の支給を行ったので、青森県控除対象特定非営利活動法人に係る寄附金を定めるための手

続等に関する条例第 11条第２項の規定により、下記の書類を提出します。 

 

記 

 

助成の実績を記載した書類（条例第 11 条第２項） 

 

（備考） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 
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（条例第 10 条第３項関係様式例） 

 

青森県控除対象特定非営利活動法人に係る寄附金を定めるための手続等に関する条例 

第 10 条第３項に定める事項を記載した書類 

法人名  事 業 年 度  年 月 日～ 年 月 日 

 

 

支    給    日 支   給    対    象   者 支 給 金 額 助 成 対 象 の 事 業 等 

    年  月  日        円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  
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第３章 合併法人の指定について 
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１ ＮＰＯ法人の合併 

  ＮＰＯ法人は、社員総会の決議により、他のＮＰＯ法人と合併することができます（法33）。社員総会に

おいて合併の決議がなされたＮＰＯ法人は、社員総会の議事録の謄本を添付した申請書を所轄庁に提出し、

認証を受けなければなりません（法34）。 

  所轄庁から合併の認証を受けたＮＰＯ法人は、その認証の通知のあった日から２週間以内にその債権者

に対して、合併に異義があれば一定の期間内（注）に述べるべきことを公告するとともに、貸借対照表や財産

目録を作成し、債権者が異義を述べることができる期間が満了するまでの間、事務所に備え置く必要があ

ります（法35）。 

  法人の成立の時期については、合併の認証その他合併に必要な手続きが終了した日から２週間以内に、

合併により成立したＮＰＯ法人又は合併後存続するＮＰＯ法人の主たる事務所の所在地において登記する

ことによって効力を生じることとなります（組登令8）。 

 （注）「一定の期間内」の期間は、２カ月を下回ってはなりません。 

 

２ 合併法人に係る指定基準の適用  

合併により設立されたＮＰＯ法人又は合併後存続するＮＰＯ法人が指定を受けることを希望する場合に

は、知事に指定の申出を行うこととなります。なお、申出書の提出日を含む事業年度の初日において合併

後１年を超える期間を経過していないものが、指定を受けようとする場合には、指定の基準の適用におい

て次のように取り扱われます。 

 

⑴  合併によって設立されたＮＰＯ法人が指定の申出を行う場合 

指定を受けようとするＮＰＯ法人が合併によって設立されたＮＰＯ法人で申出書の提出日を含む事

業年度の初日において合併後１年を超える期間を経過していないもの（以下「合併新設法人」といいま

す。）である場合の実績判定期間及び指定基準は、次のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

※ この取扱いは、合併によって設立された日から指定の申出日を含む事業年度の初日において１年を超える期間を

経過していない法人が対象となります。 

 

イ 実績判定期間 

合併新設法人の実績判定期間は、次のとおりとなります（条例5、規則31③）。 

(ｲ) 実績判定期間の終了日 

①  合併新設法人が設立後最初の事業年度を終了しているとき  

       その最初の事業年度の末日 

② 合併新設法人が設立後最初の事業年度を終了していないとき 

       設立の日の前日 

 

ＮＰＯ法人Ａ 

ＮＰＯ法人Ｂ 

指定ＮＰＯ法人Ｃ 
合併の 
認証申請 ＮＰＯ法人Ｃ設立 

指定申出 

青森県（権限
移譲市町村）
の合併の認証 

条例による 
指      定 

※ 設立日から 
一年未満で申請 
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(ﾛ) 実績判定期間の開始日 

上記イ(ｲ)①又は②の日以前５年（過去に指定を受けたことのないＮＰＯ法人が指定を受けようと

する場合は２年）内に終了した合併によって消滅した各ＮＰＯ法人（以下「各合併消滅法人」とい

います。）の各事業年度のうち最も早い事業年度の初日 

 

（設立後最初の事業年度が終了した合併新設法人が初めて指定を受けようとする場合の実績判定期間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併消滅法人Ａ 

合併消滅法人Ｂ 

合併日 
（設立日） 

認定申請日 

≪ポイント≫ 

この例の場合、申請書を提出するｎ＋１年６月30日に係

る事業年度の初日（ｎ＋１年５月 1 日）においては、設立

の日以後１年を超える期間が経過していません。 

なお、申請書を提出した日を含む事業年度の初日におい

て、設立の日以後１年を超える期間が経過している場合に

は、原則どおり申請した合併新設法人の事業年度で実績判

定期間を判定することとなります。 

これ以降に終了した合併消滅法人A又はBの事業年

度のうち、最もその開始日が早いものの初日が実績

判定期間の開始日になる 

⇒実績判定期間 

 「 n-２年９月１日～ n＋１年４月30日」 

合併新設法人Ｃ 

① 法人A（事業年度：４月～３月）と法人B（ｎ-３年９月１日設立、事業年度：９月～８月）が、 

② ｎ年５月１日に合併して新設法人C（事業年度：５月～４月）を設立し、 

(注) 合併新設法人の最初の事業年度は、必ずしも1年間で設定されるとは限らず、1年間よりも短く設定される

場合もあります。 

③ 新設法人Cがｎ＋１年６月30日に指定の申出を行う場合  

 

ｎ－３年   ｎ－２年   ｎ－１年    ｎ年 ｎ年  ｎ＋１年    ｎ＋２年 

 

                 実績判定期間 

 
4/1        4/1         4/1        4/1  5/1 

 

 

9/1       9/1         9/1               5/1  6/30 

 

           5/1                 4/30     

  
                 

事業年度の末日以前 
２年以内 

 

指定申出日 

≪ポイント≫ 

 この例の場合、申出書を提出するｎ＋１年６月30日に係 
る事業年度の初日（ｎ＋１年５月１日）においては、設立

の日以後１年を超える期間が経過していません。 
 なお、申出書を提出した日を含む事業年度の初日におい

て、設立の日以後１年を超える期間が経過している場合に 
は、原則どおり申出した合併新設法人の事業年度で実績判

定期間を判定することとなります。 
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（設立後最初の事業年度が終了していない合併新設法人が初めて指定を受けようとする場合の 

実績判定期間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考:各規定の読替え（規則31）） 

通常の申出時 読替え後 

(実績判定期間について） 

実績判定期間とは、指定を受けようとする特

定非営利活動法人の直前に終了した事業年度

の末日以前５年（指定を受けたことのない特定

非営利活動法人が指定を受けようとする場合

にあっては、２年）内に終了した各事業年度の

うち最も早い事業年度の初日からその末日ま

での期間をいう（条例3②一）。 

（実績判定期間について） 

実績判定期間とは、指定を受けようとする特定非営利活

動法人の直前に終了した事業年度の末日（申出書を提出し

ようとする日の前日において、設立後最初の事業年度が終

了していない場合にあっては、その設立の日の前日。以下

この項において同じ。）以前５年（指定を受けたことのない

特定非営利活動法人が指定を受けようとする場合にあって

は、２年）内に終了した合併によって消滅した各特定非営

利活動法人の各事業年度のうち最も早い事業年度の初日か

らその末日までの期間をいう（条例3②一）。 

(設立後の経過期間について) 

申出書を提出した日を含む事業年度の初日

において、その設立の日以後１年を超える期間

が経過していること（条例4十二）。 

(設立後の経過期間について)       

申出書を提出した日を含む事業年度の初日において、合

併によって消滅した各特定非営利活動法人の設立の日のう

ち最も早い日以後１年を超える期間が経過していること

（条例4十二）。 

 

① 法人A（事業年度：４月～３月）と法人B（ｎ-3年９月１日設立、事業年度：９月～８月）が、 

② ｎ年５月１日に合併して新設法人C（事業年度：５月～４月）を設立し、 

③ 新設法人Cがｎ年６月30日に指定の申出を行う場合  

 

ｎ－３年   ｎ－２年   ｎ－１年    ｎ年 ｎ年  ｎ＋１年    ｎ＋２年 

 

                 実績判定期間 

 
4/1        4/1         4/1          4/1  5/1 

 

 

9/1        9/1         9/1           6/30 
 

5/1                  4/30  

 
                 

合併（設立）の日の前日 
以前２年以内 

 

合併消滅法人Ａ 

合併消滅法人Ｂ 

合併日 
（設立日） 

指定申出日 

これ以降に終了した合併消滅法人A又はBの事業

年度のうち、最もその開始日が早いものの初日が

実績判定期間の開始日になる 

⇒実績判定期間 

  「 n-３年９月１日～ n年４月30日」 

合併新設法人Ｃ 
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ロ 法人の設立前の期間における指定基準への適合の判定（条例5、規則31） 

申出をしようとするＮＰＯ法人が合併新設法人である場合は、実績判定期間中に合併新設法人の設立

前の期間が含まれることとなるため、この場合の特例として、次の取扱いが定められています。 

  ① 合併後の期間については、合併新設法人について基準の適合を判定します。 

  ② 合併前の期間（実績判定期間中に限ります。）については、次表の判定方法によって、各合併消滅法

人について基準の適合を判定します。 

 

指定基準 合併前の判定方法 

パブリック・サポート・テスト（ＰＳＴ）基準 
各合併消滅法人を一の法人とみな

して判定します。 
事業活動が県民に周知される取組に関する基準 

事業活動のうちの共益的活動の割合に関する基準 

事務所所在地、活動場所に関する基準 

各合併消滅法人のそれぞれについ

て判定します。 

運営組織及び経理に関する基準 

事
業
活
動
内
容
の
適
正
性 

 
 

に
関
す
る
基
準 

イ 宗教活動、政治活動及び特定の公職者等又は政党を推

薦、支持又は反対する活動を行っていないこと 

ロ 役員、社員、職員又は寄附者等に特別の利益を与えな

いこと及び営利を目的とした事業を行う者等に寄附を行

っていないこと 

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうちに特定非営

利活動に係る事業費の額の占める割合が80％以上である

こと 
各合併消滅法人を一の法人とみな

して判定します。 
ニ 実績判定期間における受入寄附金総額の70％以上を特

定非営利活動に係る事業費に充てていること 

（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
） 

情
報
公
開
に
関
す
る
基
準 

イ 事業報告書等、役員名簿及び定款等を閲覧させること 

 （個人の住所又は居所に係る記載の部分を除く。） 

各合併消滅法人のそれぞれについ

て判定します。 

ロ 各指定基準に適合する旨を説明する書類、役員報酬又

は職員給与の支給に関する規定、収益に関する事項等、

助成金の提出書、寄附金を充当する予定の事業の内容を

記載した書類等を閲覧させること 
各合併消滅法人（実績判定期間中に

指定を受けていた期間が含まれる

ものに限ります。）のそれぞれにつ

いて判定します。 

ハ インターネットを利用して、法人の名称、代表者の氏

名、主たる事務所及び県内のその他の事務所の所在地、

設立年月日、役員の職名及び氏名、事業報告書等、定款、

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した

書類を公表すること 

事業報告書類の提出に関する基準 各合併消滅法人のそれぞれについ

て判定します。 法令等の不正行為等に関する基準 

また、設立後の経過期間に関する基準は次のとおりとなります。 

合併新設法人が申出書を提出しようする事業年度の初日においてその設立の日から１年を超える期間が経

過していない場合には、各合併消滅法人のうち最も設立の早い法人の設立の日を基準として判定すること

となります。 

（注） 各基準の詳細は、第１章 解説編「３ 指定ＮＰＯ法人としての指定を受けるための基準（P40～51）を参照して

ください。 
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⑵  合併後存続したＮＰＯ法人が申出を行う場合 

指定を受けようとするＮＰＯ法人が合併後存続するＮＰＯ法人で申出書の提出日を含む事業年度の

初日において合併後１年を超える期間を経過していないもの（以下「合併存続法人」といいます。）であ

る場合の実績判定期間及び指定基準は、次のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

 

  ※ この取扱いは、合併の日から指定の申出日を含む事業年度の初日において１年を超える期間を経過

していない法人が対象となります。 

 

イ 実績判定期間 

合併存続法人の実績判定期間は、次のとおりとなります（条例5、規則31①）。 

(ｲ)  実績判定期間の終了日 

① 合併存続法人が合併後最初の事業年度を終了しているとき  

        その最初の事業年度の末日 

  ② 合併存続法人が合併後最初の事業年度を終了していないとき 

       合併の日の前日 

(ﾛ) 実績判定期間の開始日 

上記イ(ｲ)①又は②の日以前５年（過去に指定を受けたことのないＮＰＯ法人が指定を受けようと

する場合は２年）内に終了した合併存続法人又は各合併消滅法人の各事業年度のうち、最も早い事

業年度の初日 

≪ポイント≫ 

指定申出書の添付書類は、合併新設法人に加え、各合併消滅法人の実績判定期間に係る添付書類も提出する

必要があります。 

 また、事務所所在地、活動場所に関する基準、運営組織及び経理に関する基準、事業活動内容の適正性に関

する基準のイとロ、（インターネットによる）情報公開に関する基準、事業報告書類の提出に関する基準及び

法令等の不正行為等に関する基準は、実績判定期間内の各事業年度だけでなく指定の時まで満たしておく必要

があります (条例4十三)。 

ＮＰＯ法人Ｂ 

指定ＮＰＯ法人Ａ 

ＮＰＯ法人Ａ 

青森県（権限
移譲市町村）
の合併の認証 

条例による 
指     定 

合 併 
指定申出 合併の 

認証申請 
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（合併後最初の事業年度が終了した合併存続法人が初めて指定を受けようとする場合の実績判定期間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（合併後最初の事業年度が終了していない合併存続法人が初めて指定を受けようとする場合の実績判定期

間） 

 

 

 

合併存続法人Ａ 

合併消滅法人Ｂ 
認定申請日 

これ以降に終了した合併存続法人A又は合併消滅法人

B の事業年度のうち、最もその開始日が早いものの初

日が実績判定期間の開始日になる 

⇒実績判定期間 

  「 n-２年９月１日～ n＋１年３月31日」 

合併日 

① 法人A（事業年度：４月～３月）と法人B（ｎ-3年９月１日設立、事業年度：９月～８月）が、 

② ｎ年５月１日に合併して法人Aが存続し、 

③ 合併後の法人Aがｎ年６月30日に指定の申請を行う場合 

 

ｎ－３年   ｎ－２年   ｎ－１年  ｎ年  ｎ＋１年    

 

        実績判定期間 

 

4/1        4/1          4/1        4/1  5/1           

 

 

                 9/1        9/1          9/1          6/30 

5/1            4/30                    12/1 

   

                                      合併日の前日以前２年 

                      以内 

 

合併存続法人Ａ 

合併消滅法人Ｂ 
指定申出日 

これ以降に終了した合併存続法人A又は合併消滅法人

B の事業年度のうち、最もその開始日が早いものの初

日が実績判定期間の開始日になる 

⇒実績判定期間 

  「 n-３年９月１日～ n年４月30日」 

合併日 

① 法人A（事業年度：４月～３月）と法人B（ｎ-3年９月１日設立、事業年度：９月～８月）が、 

② ｎ＋１年１月１日に合併して法人Aが存続し、 

③ 合併後の法人Aがｎ＋１年６月30日に指定の申出を行う場合  
 

ｎ－３年   ｎ－２年   ｎ－１年  ｎ年  ｎ＋１年    

 

           実績判定期間 

 

4/1        4/1          4/1        4/1      1/1  4/1         

 
                 

 

                 9/1        9/1           9/1        9/1    6/30 

    4/1           3/31     

  

                                         Aの直前に終了した事業  
                       年度の末日以前２年以内 

指定申出日 
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（参考:各規定の読替え（規則31）） 

通常の申出時 読替え後 

（実績判定期間について） 

実績判定期間とは、指定を受けようとする

特定非営利活動法人の直前に終了した事業

年度の末日以前５年（指定を受けたことのな

い特定非営利活動法人が指定を受けようと

する場合にあっては、２年）内に終了した各

事業年度のうち最も早い事業年度の初日か

らその末日までの期間をいう（条例3②一）。 

(実績判定期間について） 

実績判定期間とは、指定を受けようとする特定非営利活動法

人の直前に終了した事業年度の末日（当該末日の翌々日以後に

合併をした場合にあっては、その合併の日の前日。以下この項

において同じ。）以前５年（指定を受けたことのない特定非営

利活動法人が指定を受けようとする場合にあっては、２年）内

に終了したその特定非営利活動法人又は合併によって消滅し

た各特定非営利活動法人の各事業年度のうち最も早い事業年

度の初日からその末日までの期間をいう（条例3②一）。 

(設立後の経過期間について) 

申出書を提出した日を含む事業年度の初

日において、その設立の日以後１年を超え

る期間が経過していること（条例4十二）。 

(設立後の経過期間について)       

申出書を提出した日を含む事業年度の初日において、その申

出に係る特定非営利活動法人又は合併によって消滅した各特

定非営利活動法人の設立の日のうち最も早い日以後１年を超

える期間が経過していること（条例4十二）。 

 

ロ 法人の合併前の期間における指定基準への適合の判定（条例5、規則31） 

申出をしようとするＮＰＯ法人が合併存続法人である場合は、実績判定期間中に合併存続法人の設立

前の期間が含まれることとなるため、この場合の特例として、次の取扱いが定められています。 

① 合併後の期間については、合併存続法人について基準の適合を判定します。 

  ② 合併前の期間（実績判定期間中に限ります。）については、次表の判定方法によって、合併前の合併

存続法人（以下「合併前法人」といいます。）及び各合併消滅法人について基準の適合を判定します。 
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指定基準 判定方法 

パブリック・サポート・テスト（ＰＳＴ）基準 
合併前法人及び各合併消滅法人を一の

法人とみなして判定します。 事業活動が県民に周知される取組に関する基準 

事業活動のうちの共益的活動の割合に関する基準 

事務所所在地、活動場所に関する基準 

合併前法人及び各合併消滅法人のそれ

ぞれについて判定します。 

運営組織及び経理に関する規準 

事
業
活
動
内
容
の
適
正
性
に 

関
す
る
基
準 

イ 宗教活動、政治活動及び特定の公職者等又は政党を推薦、

支持又は反対する活動を行っていないこと 

ロ 役員、社員、職員又は寄附者等に特別の利益を与えない

こと及び営利を目的とした事業を行う者等に寄附を行って

いないこと 

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうちに特定非営利

活動に係る事業費の額の占める割合が80％以上であること 合併前法人及び各合併消滅法人を一の

法人とみなして判定します。 ニ 実績判定期間における受入寄附金総額の70％以上を特定

非営利活動に係る事業費に充てていること 

（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
） 

情
報
公
開
に
関
す
る
基
準 

イ 事業報告書等、役員名簿及び定款等を閲覧させること 

（個人の住所又は居所に係る記載の部分を除く。） 

合併前法人及び各合併消滅法人のそれ

ぞれについて判定します。 

ロ 各認定基準に適合する旨を説明する書類、役員報酬又は

職員給与の支給に関する規定、収益に関する事項等、助成

金の提出書、寄附金を充当する予定の事業の内容を記載し

た書類等を閲覧させること 

合併前法人及び各合併消滅法人（実績判

定期間中に指定を受けていた期間が含

まれるものに限ります。）のそれぞれに

ついて判定します。 

 

ハ インターネットを利用して、法人の名称、代表者の氏名、

主たる事務所及び県内のその他の事務所の所在地、設立年

月日、役員の職名及び氏名、事業報告書等、定款、寄附金

を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類を公

表すること 

事業報告書類の提出に関する基準 合併前法人及び各合併消滅法人のそれ

ぞれについて判定します。 法令等の不正行為等に関する基準 

また、設立後の経過期間に関する基準は次のとおりとなります。 

合併存続法人が申出書を提出しようする事業年度の初日においてその合併の日から１年を超える期間が経過

していないものである場合には、合併存続法人又は各合併消滅法人のうち最も設立の早い法人の設立の日を基

準として判定することとなります。 

（注） 各基準の詳細は、第１章 解説編「３ 指定ＮＰＯ法人としての指定を受けるための基準（P40～51）を参照して

ください。 

 

≪ポイント≫ 

指定申出書の添付書類は、合併存続法人に加え、各合併消滅法人の実績判定期間に係る書類も提出する必

要があります。 

また、事務所所在地、活動場所に関する基準、運営組織及び経理に関する基準、事業活動内容の適正性に

関する基準のイとロ、（インターネットによる）情報公開に関する基準、事業報告書類の提出に関する基準及

び法令等の不正行為等に関する基準は、実績判定期間内の各事業年度だけでなく指定の時まで満たしておく

必要があります (条例4十三)。 
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⑶  指定ＮＰＯ法人の合併 

イ  指定ＮＰＯ法人が指定ＮＰＯ法人でないＮＰＯ法人と合併した場合 

        指定ＮＰＯ法人が指定ＮＰＯ法人でないＮＰＯ法人と合併した場合で、合併後存続又は合併によっ

て設立したＮＰＯ法人は、その合併後のＮＰＯ法人について、条例第４条各号に掲げる基準に適合す

ることの確認を知事から受ける必要があります。知事は基準に適合するときはその旨を、基準に適合

しないときはその旨及びその理由を、当該指定ＮＰＯ法人に対し、書面により通知しなければなりま

せん(条例13)。 

 

○ 申請・届出から指定手続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ロ 合併の申出 

上記イの知事の基準適用確認を受けようとするＮＰＯ法人は、所轄庁に提出する合併の認証の申

請に併せて、知事に当該合併を届け出なければなりません（条例13）。 

 

 ニ 実績判定期間及び指定基準 

合併後存続するＮＰＯ法人又は合併によって設立されたＮＰＯ法人が、上記の合併後に指定を受

けようとする場合の実績判定期間及び各指定基準は、次のとおりとなります。 

(ｲ) 実績判定期間 

合併後存続するＮＰＯ法人及び合併によって設立されたＮＰＯ法人の指定に係る実績判定期

間は、次のとおりとなります（条例13④、規則37）。 

(1) 実績判定期間の終了日 

       合併後存続するＮＰＯ法人及び合併によって消滅する各ＮＰＯ法人（合併によってＮＰＯ法人

を設立する場合にあっては、合併によって消滅する各ＮＰＯ法人。以下同じです。）の各事業年

度のうち申出書を提出する直前に終了した事業年度の末日 

    (2) 実績判定期間の開始日 

上記⑴の日以前２年内に終了した合併後存続するＮＰＯ法人又は合併によって消滅する各Ｎ

ＰＯ法人の各事業年度のうち、最も早い事業年度の初日 

法人は同時に 
申請・届出を行 
う必要 

合併の効力の発生 

（法39条１項） 

社員総会の議決 

(法34①) 

合併の認証申請 

(法34④) 

合併の認証 

(法34③) 

合併の登記 

(法39①) 

債権者への報告 

 (法35②) 

合併の届出 

(条例13①) 

基準適合確認通知 

(条例13③（読替)） 
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（合併によって設立されるＮＰＯ法人が指定を受けようとする場合の実績判定期間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（合併後存続するＮＰＯ法人が指定を受けようとする場合の実績判定期間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 法人A（事業年度：４月～３月）と法人B（ｎ-3年９月１日設立、事業年度：９月～８月）が、 

② ｎ年11月１日に合併して新設法人C（事業年度：５月～４月）を設立するため、 

③ ｎ年６月30日に合併の届出を行う場合  

    ｎ－３年     ｎ－２年    ｎ－１年    ｎ年 ｎ年   ｎ＋１年   

 

実績判定期間 

 
         4/1         4/1          4/1         4/1    11/1   

 
                 

 

                 9/1        9/1          9/1     6/30 

4/1            3/31                    

指定申出直前に終了した事
業年度の末日以前２年内 

合併後消滅する法
人Ａ 

合併後消滅する
法人Ｂ 

合併日 
（設立日） 

合併届出日 

これ以降に終了した合併後消滅する法人A又はBの事

業年度のうち、最もその開始日が早いものの初日が実

績判定期間の開始日になる 

⇒実績判定期間 

  「 n-３年９月１日～ n年３月31日」 

合併によって設
立する法人Ｃ 

① 法人A（事業年度：４月～３月）と法人B（ｎ-3年９月１日設立、事業年度：９月～８月）が、 

② ｎ年11月１日に合併してAを存続させるため、 

③ ｎ年６月30日に合併の届出を行う場合  

ｎ－４年    ｎ－３年     ｎ－２年    ｎ－１年    ｎ年 ｎ年   ｎ＋１年   

 

実績判定期間 

 
         4/1         4/1          4/1         4/1    11/1   

 
                 

 

                  9/1        9/1          9/1     6/30 

4/1               3/31 

指定申出直前に終了した事
業年度の末日以前２年内 

合併後存続する法
人Ａ 

合併後消滅する
法人Ｂ 

合併日 

合併届出日 

これ以降に終了した合併後存続する法人A 又は合併後消滅す

る法人B の事業年度のうち、最もその開始日が早いものの初

日が実績判定期間の開始日になる 

⇒実績判定期間 

  「 n-３年９月１日～ n年３月31日」 
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（参考:各規定の読替え（規則37）） 

通常の申出時 読替え後 

（実績判定期間について） 

実績判定期間とは、指定を受けようと

する特定非営利活動法人の直前に終了

した事業年度の末日以前５年（指定を受

けたことのない特定非営利活動法人が

認定を受けようとする場合にあっては、

２年）内に終了した各事業年度のうち最

も早い事業年度の初日からその末日ま

での期間をいう（条例3②一）。 

（実績判定期間について） 

実績判定期間とは、合併後存続する特定非営利活動法人又は合

併によって消滅する各特定非営利活動法人（合併によって特定非

営利活動法人を設立する場合にあっては、合併によって消滅する

各特定非営利活動法人。以下この項において同じ）の各事業年度

のうち直前に終了した事業年度の末日以前２年内に終了した合併

後存続する特定非営利活動法人又は合併によって消滅する各特定

非営利活動法人の各事業年度のうち最も早い事業年度の初日から

その末日までの期間をいう（条例3②一）。 

 

(ﾛ) 指定基準への適合の判定（条例13④、規則37） 

指定基準への適合の判定については、次の判定方法によって、合併後存続するＮＰＯ法人及び合併に

よって消滅する各ＮＰＯ法人の実績について判定を行うこととなります。 

 

認定基準 判定方法 

パブリック・サポート・テスト（ＰＳＴ）基準 
合併前法人及び各合併消滅法人を一の法人

とみなして判定します。 
事業活動が県民に周知される取組に関する基準 

事業活動のうちの共益的活動の割合に関する基準 

事務所所在地、活動場所に関する基準 

合併前法人及び各合併消滅法人のそれぞれ

について判定します。 

運営組織及び経理に関する規準 

事
業
活
動
内
容
の
適
正
性 

に
関
す
る
基
準 

イ 宗教活動、政治活動及び特定の公職者等又は政党を推

薦、支持又は反対する活動を行っていないこと 

ロ 役員、社員、職員又は寄附者等に特別の利益を与えな

いこと及び営利を目的とした事業を行う者等に寄附を

行っていないこと 

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうちに特定非

営利活動に係る事業費の額の占める割合が80％以上で

あること 合併前法人及び各合併消滅法人を一の法人

とみなして判定します。 
ニ 実績判定期間における受入寄附金総額の70％以上を

特定非営利活動に係る事業費に充てていること 

（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
） 

情
報
公
開
に
関
す
る
基
準 

イ 事業報告書等、役員名簿及び定款等を閲覧させること 

（個人の住所又は居所に係る記載の部分を除く。） 

合併前法人及び各合併消滅法人のそれぞれ

について判定します。 

ロ 各認定基準に適合する旨を説明する書類、役員報酬又

は職員給与の支給に関する規定、収益に関する事項等、

助成金の提出書、寄附金を充当する予定の事業の内容を

記載した書類等を閲覧させること 合併前法人及び各合併消滅法人（実績判定

期間中に指定を受けていた期間が含まれる

ものに限ります。）のそれぞれについて判定

します。 
ハ インターネットを利用して、法人の名称、代表者の氏

名、主たる事務所及び県内のその他の事務所の所在地、

設立年月日、役員の職名及び氏名、事業報告書等、定款、

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載し

た書類を公表すること 
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事業報告書類の提出に関する基準 合併前法人及び各合併消滅法人のそれぞれ

について判定します。 法令等の不正行為等に関する基準 

また、設立後の経過期間に関する基準は次のとおりとなります。 

合併存続法人が申出書を提出しようする事業年度の初日においてその合併の日から１年を超える期間が経過

していないものである場合には、合併存続法人又は各合併消滅法人のうち最も設立の早い法人の設立の日を基

準として判定することとなります。 

（注） 各基準の詳細は、第１章 解説編「３ 指定ＮＰＯ法人としての指定を受けるための基準（P40～51）を参照して

ください。 
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第６号様式（県規則第３７条関係） 

年  月  日   

 

青森県知事          殿 

 

（控除対象特定非営利活動法人の名称） 

代表者氏名            

電話番号               

 

合 併 届 出 書 

 

  下記のとおり、    年  月  日付けで特定非営利活動促進法第３４条第３項の認証の申

請をしたので、青森県控除対象特定非営利活動法人に係る寄附金を定めるための手続等に関する条

例第１３条第１項の規定により、届け出ます。 

 

記 

 

１ 合併後存続する（合併によって設立する）特定非営利活動法人の名称 

２ 代表者の氏名 

３ 主たる事務所の所在地及び電話番号 

４ 県内のその他の事務所の所在地及び電話番号 

５ 現に行っている事業の概要 

６ ５に記載した事業を行っている地域 

７ 合併によって消滅する特定非営利活動法人の名称 

 

（備考） 

  １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 

  ２ ３及び４には、事務所の所在地の町名及び地番まで記載すること。 

３ 届出書には、次に掲げる書類を添付すること。 

   ○1  実績判定期間（合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって消滅する各特定非営

利活動法人（合併によって特定非営利活動法人を設立する場合にあっては、合併によって消

滅する各特定非営利活動法人。以下同じ。）の各事業年度のうち直前に終了した事業年度の

末日以前２年内に終了した合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって消滅する

各特定非営利活動法人の各事業年度（その期間が１年を超える場合は、当該期間をその初日

以後１年ごとに区分した期間（最後に１年未満の期間を生じたときは、その１年未満の期間

）。以下に同じ。）のうち最も早い事業年度の初日から当該末日までの期間をいう。）内の

日を含む各事業年度の寄附者名簿（各事業年度に当該届出に係る特定非営利活動法人が受け

入れた寄附金の支払者ごとに当該支払者の氏名（法人にあっては、その名称）及び住所並び

にその寄附金の額及び受け入れた年月日を記載した書類をいう。）（条例第１３条第４項で
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準用する条例第３条第２項第１号） 

   ○2  条例第４条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（○1の書類を除く。）（条

例第１３条第４項で準用する条例第３条第２項第２号）［２部］ 

   ○3  寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類（条例第１３条第４項で準用

する条例第３条第２項第３号）［２部］ 



 

142 
 

条例第13条の合併届出書及び添付書類一覧（兼チェック表） 

申 出 書 ・ 添 付 書 類 ﾁｪｯｸ 

１ 合併届出書（第３号様式）  

２ 寄附者名簿  

３ 条例第４条各号の基準に適合する旨を説明する書類 

 

① 
県内に主たる事務所を有し、かつ県内において特定非営利活動を行っていること 

（チェック表（第１表）） 

 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

 

県民からの支援 

が得られている 

かどうかを判断 

する基準 

（寄附金要件） 

 

 

次のア・イのうち、いずれかを選択してください。 

 

ア 

 

経常収入金額のうち、寄附金等収入金額の割合が10分の1以上 

（チェック表（第２表）） 

 

 

受け入れた寄附金の明細表（第２表付表１）  

社員から受け入れた会費の明細表（第２表付表２）  

イ 

各事業年度中の寄附金の額が1,000円以上である寄附者の数の合計が年平

均30人以上であり、寄附金の合計額が年平均15万円以上  

（チェック表（第３表）） 

 

 

 

 

③ 

 

県民からの支援 

が得られている 

かどうかを判断 

する基準 

（その他の要件） 

次のア・イのうち、いずれかを選択してください。 

ア 
国等の補助金等の交付又は委託を受けて事業を年平均１件以上実施 

（チェック表（第４表）） 
 

イ 

ボランティアとして延べ４時間以上役務を提供した者の実人員が年平均

25人以上であり、その合計時間が年平均200時間以上  

（チェック表（第５表）） 

 

ボランティア参加者名簿（第５表付表１）  

④ 

事業活動が県民

に周知される取

組 

次のア・イのうち、いずれかを選択してください。 

ア 

県内の広報誌、日刊新聞紙、ラジオ、テレビ等を通じた当該法人の事業活

動に関する情報を年平均２回以上提供 

（チェック表（第６表）） 

 

イ 
県民を対象としたその事業年度に係る催しを年平均４回以上開催  

（チェック表（第７表）） 
 

⑤ 共益的活動の割合が５０％未満であること（チェック表（第８表））  

⑥ 

運営組織及び経理が基準に適合していること（チェック表（第９表））  

 

 

 

 

役員の状況（第９表付表１） 
 

 

帳簿組織の状況（第９表付表２）  
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⑦ 

事業活動内容が基準に適合していること（チェック表（第１０表））  

 役員等に対する報酬等の状況（第１０表付表１）  

  役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第１０表付表２）  

⑧ 情報公開していること（チェック表（第１１表））  

⑨ インターネットを利用して情報公開していること（チェック表（第１２表））  

⑩ 事業報告書等及び役員名簿並びに定款等を知事に提出していること（チェック表（第１３表）） 
 

 

⑪ 法令等の不正行為等がないこと（チェック表（第１４表））  

⑫ 設立後に一定の経過期間があること（チェック表（第１５表））  

⑬ 欠格事由に該当しないこと（チェック表（第１６表））  

４ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類  

 
 

（注意事項） 

1 第２表～第８表及び第10表（ハ及びニに係る事項に限ります。）の記載に当たっては、合併後存続する法人及び合併によ

って消滅する法人（合併によって法人を設立する場合にあっては、合併によって消滅する各法人。以下同じです。）を一つ

の法人とみなして記載してください（規則37④）。 

2 第１表、第９表、第10表（イ及びロに係る事項に限ります。）、第11表～第15表については、合併後存続する法人、合

併によって設立する法人及び合併によって消滅する法人について、それぞれ記載してください（規則37④）。 
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青森県控除対象特定非営利活動法人に係る寄附金

を定めるための手続等に関する条例 

（平成二十七年三月二十五日 青森県条例第一号） 

青森県控除対象特定非営利活動法人に係る寄附

金を定めるための手続等に関する条例施行規則 

（平成二十七年五月二十九日 青森県規則第二

十六号） 

(趣旨) 

第一条 この条例は、地方税法(昭和二十五年法律

第二百二十六号)第三十七条の二第一項第四号に

掲げる寄附金(以下「控除対象寄附金」という。)

を条例で定めるために必要な手続等を定めるも

のとする。 

 

(定義) 

第二条 この条例において「控除対象特定非営利活

動法人」とは、控除対象寄附金が条例で定められ

た場合において、当該控除対象寄附金を受け入れ

る特定非営利活動法人(特定非営利活動促進法(平

成十年法律第七号。以下「法」という。)第二条

第二項に規定する特定非営利活動法人をいう。以

下同じ。)としてその名称及び主たる事務所の所

在地が当該条例において定められた特定非営利

活動法人をいう。 

 

(控除対象寄附金の条例の定めに係る申出) 

第三条 地方税法第三十七条の二第十二項の規定

による申出は、規則で定めるところにより、当該

申出に係る特定非営利活動法人に係る次に掲げ

る事項を記載した申出書を知事に提出してしな

ければならない。 

一 名称、代表者の氏名、主たる事務所及び県内

のその他の事務所の所在地並びに設立年月日 

二 現に行っている事業の概要 

三 前号の事業を行っている地域 

四 その他知事が必要と認める事項 

2 前項の申出書には、規則で定めるところにより、

次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 実績判定期間(前項の申出をしようとする特

定非営利活動法人の直前に終了した事業年度

の末日以前五年(控除対象特定非営利活動法人

であった期間がない特定非営利活動法人が同

項の申出をしようとする場合にあっては、二

(趣旨) 

第一条 この規則は、青森県控除対象特定非営利

活動法人に係る寄附金を定めるための手続等

に関する条例(平成二十七年三月青森県条例第

一号。以下「条例」という。)の施行に関し必要

な事項を定めるものとする。 

 

(用語) 

第二条 この規則において使用する用語は、条例

において使用する用語の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(控除対象寄附金の条例の定めに係る申出) 

第三条 条例第三条第一項の申出書は、控除対象

寄附金の条例の定めに係る申出書(第一号様式)

によらなければならない。 
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年)内に終了した各事業年度(その期間が一年を

超える場合は、当該期間をその初日以後一年ご

とに区分した期間(最後に一年未満の期間を生

じたときは、その一年未満の期間)。以下同じ。)

のうち最も早い事業年度の初日から当該末日

までの期間をいう。以下同じ。)内の日を含む

各事業年度の寄附者名簿(各事業年度に当該申

出に係る特定非営利活動法人が受け入れた寄

附金の支払者ごとに当該支払者の氏名(法人に

あっては、その名称)及び住所並びにその寄附

金の額及び受け入れた年月日を記載した書類

をいう。第十条第二項第一号において同じ。) 

二 次条各号に掲げる基準に適合する旨を説明

する書類(前号に掲げる書類を除く。) 

三 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内

容を記載した書類 

 

(控除対象寄附金を条例で定めるために必要な手続

を行うための基準) 

第四条 知事は、前条第一項の申出をした特定非営

利活動法人が次に掲げる基準に適合すると認め

るときは、控除対象寄附金を条例で定めるために

必要な手続を行うものとする。 

一 県内に主たる事務所を有していること。 

二 県内において特定非営利活動(法第二条第一

項に規定する特定非営利活動をいう。以下同

じ。)を行っていること。 

三 広く県民からの支援を受けているかどうか

を判断するための基準として次に掲げる基準

に適合すること。 

イ 実績判定期間における経常収入金額((1)に

掲げる金額をいう。)のうちに寄附金等収入

金額((2)に掲げる金額(規則で定める要件を

満たす特定非営利活動法人にあっては、(2)

及び(3)に掲げる金額の合計額)をいう。)の占

める割合が規則で定める割合以上であるこ

と又は実績判定期間内の日を含む各事業年

度における規則で定める寄附者の数の合計

数及び規則で定める寄附金の額の合計額に

それぞれ十二を乗じてこれらを当該実績判

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 条例第三条第二項第二号及び第三号に掲げる

書類には、それぞれ副本一通を添えなければな

らない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(寄附金等収入金額に会費の一部を加えることが

できる特定非営利活動法人の要件) 

第四条 条例第四条第三号イに規定する規則で

定める要件は、次に掲げるものとする。 

一 社員の会費の額が合理的と認められる基

準により定められていること。 

二 社員(役員並びに役員の配偶者及び三親等

以内の親族並びに役員と特殊の関係(第二十

二条に規定する関係をいう。第十二条及び第

三十四条第一項第四号において同じ。)のある

者を除く。)の数が二十人以上であること。 
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定期間の月数で除して得た数及び額が規則

で定める数及び額以上であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(控除対象寄附金を条例で定めるために必要な手

続を行うための基準となる寄附金等収入金額の

割合) 

第五条 条例第四条第三号イに規定する規則で

定める割合は、十分の一とする。 

 

(寄附者の要件等) 

第六条 条例第四条第三号イに規定する規則で

定める寄附者は、判定基準寄附者(当該事業年度

における同一の者からの寄附金(寄附者の氏名

(法人にあっては、その名称)及びその住所が明

らかな寄附金に限る。以下この項において同

じ。)の額の総額(当該同一の者が個人である場

合には、当該事業年度におけるその者と生計を

一にする者からの寄附金の額を加算した金額)

が千円(当該事業年度における当該同一の者か

らの休眠預金等交付金関係助成金(特定非営利

活動促進法施行令(平成二十三年政令第三百十

九号)第二条第一項ただし書に規定する休眠預

金等交付金関係助成金をいう。以下同じ。)の額

がある場合には、当該休眠預金等交付金関係助

成金の額の総額を加算した金額)以上である場

合の当該同一の者をいい、当該申出に係る特定

非営利活動法人の役員である者及び当該役員

である者と生計を一にする者を除く。以下同

じ。)とする。 

2 条例第四条第三号イの規則で定める寄附者の

数を算出する場合において、当該事業年度にお

いて個人である判定基準寄附者と生計を一に

する他の判定基準寄附者がいるときは、当該判

定基準寄附者と当該他の判定基準寄附者を一

人とみなす。 

 

(寄附金の要件) 

第七条 条例第四条第三号イに規定する規則で

定める寄附金は、判定基準寄附者からの寄附金

とする。 

 

(寄附者の数及び寄附金の額) 

第八条 条例第四条第三号イに規定する規則で
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(1) 総収入金額から国等(国、地方公共団体、

法人税法(昭和四十年法律第三十四号)別表

第一に掲げる独立行政法人、地方独立行政

法人、国立大学法人、大学共同利用機関法

人及び我が国が加盟している国際機関を

いう。以下この(1)及びロ(1)において同

じ。)からの補助金その他国等が反対給付

を受けないで交付するもの(ロ(1)において

「国の補助金等」という。)、臨時的な収

入その他の規則で定めるものの額を控除

した金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定める数は、三十とする。 

2 条例第四条第三号イに規定する規則で定める

額は、十五万円とする。ただし、当該実績判定

期間内の日を含む各事業年度における当該判

定基準寄附者からの休眠預金等交付金関係助

成金の額がある場合は、十五万円に当該休眠預

金等交付金関係助成金の額の合計額に十二を

乗じてこれを当該実績判定期間の月数で除し

て得た額を加算した金額とする。 

 

(総収入金額から控除されるもの) 

第九条 条例第四条第三号イ(1)に規定する規則

で定めるものは、次に掲げるものとする。 

一 国の補助金等 

二 委託の対価としての収入で国等から支払

われるもの 

三 法律又は政令の規定に基づき行われる事

業でその対価の全部又は一部につき、その対

価を支払うべき者に代わり国又は地方公共

団体が負担することとされている場合のそ

の負担部分 

四 資産の売却による収入で臨時的なもの 

五 遺贈(贈与者の死亡により効力を生ずる贈

与を含む。)により受け入れた寄附金又は贈与

者の被相続人に係る相続の開始があったこ

とを知った日の翌日から十月以内に当該相

続により当該贈与者が取得した財産の全部

若しくは一部を当該贈与者からの贈与(贈与

者の死亡により効力を生ずる贈与を除く。)

により受け入れた寄附金のうち、一者当たり

基準限度超過額に相当する部分 

六 実績判定期間における同一の者から受け

入れた寄附金の額の合計額が千円に満たな

いもの 

七 寄附者の氏名(法人にあっては、その名称)

及びその住所が明らかな寄附金以外の寄附

金 

八 休眠預金等交付金関係助成金 
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(2) 受け入れた寄附金の額の総額(第七号ニ

において「受入寄附金総額」という。)か

ら一者当たり基準限度超過額(同一の者か

らの寄附金の額のうち規則で定める金額

を超える部分の金額をいう。)その他の規

則で定める寄附金の額の合計額を控除し

た金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 社員から受け入れた会費の額の合計額

から当該合計額に第五号の規則で定める

割合を乗じて計算した金額を控除した金

額のうち(2)に掲げる金額に達するまでの

(同一の者からの寄附金の額のうち一者当たり基

準限度となる金額) 

第十条 条例第四条第三号イ(2)に規定する規則

で定める金額は、受入寄附金総額から休眠預金

等交付金関係助成金の額の総額を控除した金

額の百分の十(寄附者が法人税法施行令(昭和四

十年政令第九十七号)第七十七条各号に掲げる

法人又は特定非営利活動促進法(平成十年法律

第七号。以下「法」という。)第二条第三項に規

定する認定特定非営利活動法人である場合に

あっては、受入寄附金総額から休眠預金等交付

金関係助成金の額の総額を控除した金額の百

分の五十)に相当する金額とする。 

 

(受入寄附金総額から控除される寄附金の額) 

第十一条 条例第四条第三号イ(2)に規定する規

則で定める寄附金の額は、次に掲げる金額とす

る。 

一 受け入れた寄附金の額のうち一者当たり

基準限度超過額 

二 実績判定期間における同一の者から受け

入れた寄附金の額の合計額が千円に満たな

い場合の当該合計額 

三 寄附者の氏名(法人にあっては、その名称)

及びその住所が明らかな寄附金以外の寄附

金の額 

四 休眠預金等交付金関係助成金の額の総額 

 

(役員が寄附者である場合の金額の算出方法の特

例) 

第十二条 条例第四条第三号イ(1)及び(2)に掲げ

る金額を算出する場合において、役員が寄附者

であって、他の寄附者のうちに当該役員の配偶

者及び三親等以内の親族並びに当該役員と特

殊の関係のある者があるときは、これらの者は

当該役員と同一の者とみなす。 
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金額 

 

 

ロ 次に掲げる基準のいずれかに適合するこ

と。 

(1) 実績判定期間内の日を含む各事業年度

における国の補助金等の交付を受け、又は

国等の委託を受けて県内で実施した特定

非営利活動に係る事業の件数の合計数に

十二を乗じてこれを当該実績判定期間の

月数で除して得た数が規則で定める数以

上であること。 

(2) 実績判定期間内の日を含む各事業年度

における規則で定めるボランティアによ

り役務の提供を受けた時間の合計時間及

び当該規則で定めるボランティアの実人

数の合計数にそれぞれ十二を乗じてこれ

らを当該実績判定期間の月数で除して得

た時間及び数が規則で定める時間及び数

以上であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

四 その事業活動が広く県民に周知される取

組として規則で定める取組を行っているこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(国の補助金等の交付等を受けて実施した特定非

営利活動に係る事業の実績の要件) 

第十三条 条例第四条第三号ロ(1)に規定する規

則で定める数は、一とする。 

 

 

 

 

 

 

(ボランティアの実績の要件) 

第十四条 条例第四条第三号ロ(2)に規定する規

則で定めるボランティアは、当該申出に係る特

定非営利活動法人が実施した事業活動に無償

(交通費、保険料その他のボランティア活動に要

する実費に相当する額の支給を受ける場合を

含む。)で参加し、延べ四時間以上の役務を提供

した者(その氏名(法人にあっては、その名称)及

びその住所が明らかな者に限り、当該特定非営

利活動法人の役員である者及び当該役員と生

計を一にする者を除く。)とする。 

2 条例第四条第三号ロ(2)に規定する規則で定め

る時間は、二百時間とする。 

3 条例第四条第三号ロ(2)に規定する規則で定め

る数は、二十五とする。 

 

(事業活動が広く県民に周知される取組) 

第十五条 条例第四条第四号に規定する規則で

定める取組は、次の各号のいずれかに該当する

取組(実績判定期間内の日を含む各事業年度に

おける当該取組の回数の合計数に十二を乗じ

てこれを当該実績判定期間の月数で除して得

た数が当該各号に定める数以上であるものに

限る。)とする。 

一 県内の地方公共団体が発行する広報誌、県

内で発行される日刊新聞紙又は県内で放送

されるラジオ放送若しくはテレビジョン放

送の放送番組を通じたその事業活動に関す

る情報の提供 二 
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五 実績判定期間における事業活動のうちに

次に掲げる活動の占める割合として規則で

定める割合が百分の五十未満であること。 

 

 

 

 

 

 

 

イ 会員又はこれに類するものとして規則

で定める者(当該申出に係る特定非営利活

動法人の運営又は業務の執行に関係しな

い者で規則で定めるものを除く。以下この

号において「会員等」という。)に対する

資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提

供(以下「資産の譲渡等」という。)、会員

等相互の交流、連絡又は意見交換その他そ

の対象が会員等である活動(資産の譲渡等

のうち対価を得ないで行われるものその

他規則で定めるものを除く。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 その事業活動に関する県民を対象とした催

しの開催 四 

 

(実績判定期間の月数の計算方法) 

第十六条 条例第四条第三号イ並びにロ(1)及び

(2)並びに前条の月数は、暦に従って計算し、一

月に満たない端数を生じたときは、これを一月

とする。 

 

(事業活動のうちにその対象が会員等である活動

等の占める割合) 

第十七条 条例第四条第五号に規定する規則で

定める割合は、実績判定期間において、当該申

出に係る特定非営利活動法人の行った事業活

動に係る事業費の額、従事者の作業時間数その

他の合理的な指標により当該事業活動のうち

に同号イ、ロ、ハ又はニに掲げる活動の占める

割合を算定する方法により算定した割合とす

る。 

 

(会員に類するもの) 

第十八条 条例第四条第五号イに規定する規則

で定める者は、次に掲げる者とする。 

一 当該申出に係る特定非営利活動法人から

継続的に若しくは反復して資産の譲渡等を

受ける者又は相互の交流、連絡若しくは意見

交換に参加する者として当該申出に係る特

定非営利活動法人の帳簿又は書類その他に

氏名(法人にあっては、その名称)が記載され

た者であって、当該申出に係る特定非営利活

動法人から継続的に若しくは反復して資産

の譲渡等を受け、又は相互の交流、連絡若し

くは意見交換に参加する者 

二 当該申出に係る特定非営利活動法人の役    

 員 

 

(特定非営利活動法人の運営又は業務の執行に関

係しない者) 

第十九条 条例第四条第五号イに規定する当該

申出に係る特定非営利活動法人の運営又は業
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務の執行に関係しない者で規則で定めるもの

は、当該申出に係る特定非営利活動法人が行う

不特定多数の者を対象とする資産の譲渡等の

相手方であって、当該資産の譲渡等以外の当該

申出に係る特定非営利活動法人の活動に関係

しない者とする。 

 

(その対象が会員等である資産の譲渡等から除か

れる活動) 

第二十条 条例第四条第五号イに規定する規則

で定める活動は、次に掲げるものとする。 

一 当該申出に係る特定非営利活動法人が行

う資産の譲渡等で、その対価として当該資産

の譲渡等に係る通常の対価の額のおおむね

百分の十程度に相当する額以下のもの及び

交通費、消耗品費その他当該資産の譲渡等に

付随して生ずる費用でその実費に相当する

額(次号において「付随費用の実費相当額」と

いう。)以下のものを会員等から得て行うもの 

二 当該申出に係る特定非営利活動法人が行

う役務の提供で、最低賃金法(昭和三十四年法

律第百三十七号)第四条第一項の規定により

使用者が労働者に支払わなければならない

こととされている賃金の算定の基礎となる

同法第九条第一項に規定する地域別最低賃

金の額を会員等が当該申出に係る特定非営

利活動法人に支払う当該役務の提供の対価

の額の算定の基礎となる額とみなして、これ

と当該役務の提供の従事者の作業時間数に

基づいて算出される金額におおむね相当す

る額以下のもの及び付随費用の実費相当額

以下のものをその対価として会員等から得

て行うもの 

三 法別表第十九号に掲げる活動を主たる目

的とする特定非営利活動法人が行うその会

員等の活動(公益社団法人若しくは公益財団

法人である会員等又は法第二条第三項に規

定する認定特定非営利活動法人である会員

等が参加しているものに限る。)に対する助成 
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ロ その便益の及ぶ者が次に掲げる者その

他特定の範囲の者である活動(会員等を対

象とする活動で規則で定めるもの及び会

員等に対する資産の譲渡等を除く。) 

(1) 会員等 

(2) 特定の団体の構成員 

(3) 特定の職域に属する者 

ハ 特定の著作物又は特定の者に関する普

及啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供そ

の他の活動 

ニ 特定の者に対し、その者の意に反した作

為又は不作為を求める活動 

六 その運営組織及び経理に関し、次に掲げる基

準に適合していること。 

イ 各役員について、次に掲げる者の数の役員

の総数のうちに占める割合が、それぞれ三分

の一以下であること。 

(1) 当該役員並びに当該役員の配偶者及び

三親等以内の親族並びに当該役員と規則

で定める特殊の関係のある者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 特定の法人(当該法人との間に発行済株

式又は出資(その有する自己の株式又は出

資を除く。)の総数又は総額の百分の五十

以上の株式又は出資の数又は金額を直接

又は間接に保有する関係その他の規則で

定める関係のある法人を含む。)の役員又

は使用人である者並びにこれらの者の配

偶者及び三親等以内の親族並びにこれら

(その便益の及ぶ者が特定の範囲の者である活動

から除かれる活動) 

第二十一条 条例第四条第五号ロに規定する規

則で定める活動は、前条第三号に掲げる活動と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(特殊の関係) 

第二十二条 条例第四条第六号イ(1)に規定する

規則で定める特殊の関係は、次に掲げる関係と

する。 

一 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある関係 

二 使用人である関係及び使用人以外の者で

当該役員から受ける金銭その他の財産によ

って生計を維持している関係 

三 前二号に掲げる関係のある者の配偶者及

び三親等以内の親族でこれらの者と生計を

一にしている関係 

 

(特定の法人との関係) 

第二十三条 条例第四条第六号イ(2)に規定する

規則で定める関係は、一の者(法人に限る。)が

法人の発行済株式又は出資(その有する自己の

株式又は出資を除く。以下この条において「発

行済株式等」という。)の総数又は総額の百分の

五十以上の数又は金額の株式又は出資を保有

する場合における当該一の者と当該法人との

間の関係(以下この条において「直接支配関係」
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の者と規則で定める特殊の関係のある者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 各社員の表決権が平等であること。 

 

 

ハ その会計について公認会計士若しくは監

査法人の監査を受けていること又は規則で

定めるところにより帳簿及び書類を備え付

けてこれらにその取引を記録し、かつ、当該

帳簿及び書類を保存していること。 

 

 

ニ その支出した金銭でその費途が明らかで

ないものがあることその他の不適正な経理

として規則で定める経理が行われていない

という。)とする。この場合において、当該一の

者及びこれとの間に直接支配関係がある一若

しくは二以上の法人又は当該一の者との間に

直接支配関係がある一若しくは二以上の法人

が他の法人の発行済株式等の総数又は総額の

百分の五十以上の数又は金額の株式又は出資

を保有するときは、当該一の者は当該他の法人

の発行済株式等の総数又は総額の百分の五十

以上の数又は金額の株式又は出資を保有する

ものとみなす。 

 

(役員又は使用人である者との特殊の関係) 

第二十四条 条例第四条第六号イ(2)に規定する

規則で定める特殊の関係は、第二十二条第二号

中「役員」とあるのを「役員又は使用人である

者」と読み替えた場合における同条各号に掲げ

る関係とする。 

 

(特定の者の数の役員の総数のうちに占める割合

の基準の適合に関する判定) 

第二十五条 条例第四条第六号イに掲げる基準

に適合するか否かの判定に当たっては、当該特

定非営利活動法人の責めに帰することのでき

ない事由により当該基準に適合しないことと

なった場合において、その後遅滞なく当該基準

に適合していると認められるときは、当該基準

に継続して適合しているものとみなす。 

 

 

(取引の記録並びに帳簿及び書類の保存) 

第二十六条 条例第四条第六号ハの規定による

取引の記録並びに帳簿及び書類の保存は、法人

税法施行規則(昭和四十年大蔵省令第十二号)第

五十三条から第五十九条までの規定に準じて

行うものとする。 

 

(不適正な経理) 

第二十七条 条例第四条第六号ニに規定する規

則で定める経理は、当該特定非営利活動法人の

経理でその支出した金銭の費途が明らかでな
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こと。 

 

七 その事業活動に関し、次に掲げる基準に適合

していること。 

イ 次に掲げる活動を行っていないこと。 

(1) 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及

び信者を教化育成すること。 

(2) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこ

れに反対すること。 

(3) 特定の公職の候補者若しくは公職にあ

る者又は政党を推薦し、支持し、又はこれ

らに反対すること。 

ロ その役員、社員、職員若しくは寄附者若し

くはこれらの者の配偶者若しくは三親等以

内の親族又はこれらの者と規則で定める特

殊の関係のある者に対し特別の利益を与え

ないことその他の特定の者と特別の関係が

ないものとして規則で定める基準に適合し

ていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いものがあるもの、帳簿に虚偽の記載があるも

のその他の不適正な経理とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(役員、社員、職員又は寄附者等との特殊の関係) 

第二十八条 条例第四条第七号ロに規定する規

則で定める特殊の関係は、第二十二条第二号中

「役員」とあるのを「役員、社員、職員若しく

は寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三

親等以内の親族」と読み替えた場合における同

条各号に掲げる関係とする。 

 

(特定の者と特別の関係がないものとされる基準) 

第二十九条 条例第四条第七号ロに規定する規

則で定める基準は、次に掲げる基準とする。 

一 当該役員の職務の内容、当該特定非営利活

動法人の職員に対する給与の支給の状況、当

該特定非営利活動法人とその活動内容及び

事業規模が類似するものの役員に対する報

酬の支給の状況等に照らして当該役員に対

する報酬の支給として過大と認められる報

酬の支給を行わないことその他役員等(役員、

社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの

者の配偶者若しくは三親等以内の親族又は

これらの者と前条に規定する特殊の関係の

ある者をいう。以下この項及び第三十四条第

一項第三号ロ及び第五号において同じ。)に対

し報酬又は給与の支給に関して特別の利益

を与えないこと。 

二 役員等又は役員等が支配する法人に対し

その対価の額が当該資産のその譲渡の時に

おける価額に比して著しく過少と認められ

る資産の譲渡を行わないことその他これら
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ハ 実績判定期間における事業費の総額のう

ちに特定非営利活動に係る事業費の額の占

める割合又はこれに準ずるものとして規則

で定める割合が百分の八十以上であること。 

 

 

 

ニ 実績判定期間における受入寄附金総額の

百分の七十以上を特定非営利活動に係る事

業費に充てていること。 

八 次に掲げる書類について閲覧の請求があっ

た場合には、正当な理由がある場合を除いて、

当該書類(イに掲げる書類については、これら

に記載された事項中、個人の住所又は居所に係

る記載の部分を除いたもの)をその県内の事務

所において閲覧させること。 

イ 事業報告書等(法第二十八条第一項に規定

する事業報告書等をいう。以下同じ。)、役

員名簿(法第十条第一項第二号イに規定する

役員名簿をいう。第八条第一項及び第二項に

おいて同じ。)及び定款等(法第二十八条第二

項に規定する定款等をいう。第八条第一項に

おいて同じ。) 

ロ 前条第二項第二号及び第三号に掲げる書

類並びに第十条第二項第二号から第四号ま

でに掲げる書類及び同条第三項の書類 

の者と当該特定非営利活動法人との間の資

産の譲渡等に関して特別の利益を与えない

こと。 

三 役員等に対し役員の選任その他当該特定

非営利活動法人の財産の運用及び事業の運

営に関して特別の利益を与えないこと。 

四 営利を目的とした事業を行う者、条例第四

条第七号イ(1)、(2)若しくは(3)に掲げる活動

を行う者又は同号イ(3)に規定する特定の公

職の候補者若しくは公職にある者に対し、寄

附を行わないこと。 

 

(特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合

に準ずる割合) 

第三十条 条例第四条第七号ハに規定する規則

で定める割合は、実績判定期間において、当該

申出に係る特定非営利活動法人の行った事業

活動に係る従事者の作業時間数その他の合理

的な指標により当該事業活動のうちに特定非

営利活動が占める割合を算定する方法により

算定した割合とする。 
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九 当該申出に係る特定非営利活動法人に係る

次に掲げる情報(ヘに掲げる情報については、

個人の住所又は居所に係る情報を除いたもの)

を、正当な理由がある場合を除いて、インター

ネットを利用して公表すること。 

イ 名称 

ロ 代表者の氏名 

ハ 主たる事務所及び県内のその他の事務所

の所在地 

ニ 設立年月日 

ホ 役員の職名及び氏名 

ヘ 事業報告書等(年間役員名簿(法第二十八条

第一項に規定する年間役員名簿をいう。第八

条第三項において同じ。)並びに前事業年度

の末日における社員のうち十人以上の者の

氏名(法人にあっては、その名称及び代表者

の氏名)及び住所又は居所を記載した書面を

除く。) 

ト 定款 

チ 前条第二項第三号に掲げる書類 

十 各事業年度において、事業報告書等を法第二

十九条の規定により知事に提出していること。 

十一 法令又は法令に基づいてする行政庁の処

分に違反する事実、偽りその他不正の行為によ

り利益を得、又は得ようとした事実その他公益

に反する事実がないこと。 

十二 前条第一項の申出書を提出した日を含む

事業年度の初日において、その設立の日以後一

年を超える期間が経過していること。 

十三 実績判定期間において、第一号、第二号、

第六号、第七号イ及びロ並びに第八号から第十

一号までに掲げる基準(当該実績判定期間中

に、控除対象特定非営利活動法人でなかった期

間が含まれる場合には、当該期間については第

八号ロ及び第九号に掲げる基準を除く。)に適

合していること。 

十四 次のいずれにも該当しないこと。 

イ その役員のうちに、次のいずれかに該当す

る者があるもの 

(1) 控除対象特定非営利活動法人が第十六
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条第一項各号(第一号、第四号から第六号

まで及び第九号を除く。ロにおいて同じ。)

又は第二項各号のいずれかに該当したこ

とにより、当該控除対象特定非営利活動法

人に係る控除対象寄附金の条例の定めが

廃止された場合において、その原因となっ

た事実があった日以前一年内に当該控除

対象特定非営利活動法人のその業務を行

う理事であった者でその廃止の日から五

年を経過しないもの 

(2) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終

わった日又はその執行を受けることがな

くなった日から五年を経過しない者 

(3) 法の規定、暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律(平成三年法律第七十

七号)の規定(同法第三十二条の三第七項及

び第三十二条の十一第一項の規定を除

く。)若しくは青森県暴力団排除条例(平成

二十三年三月青森県条例第九号)の規定に

違反したことにより、若しくは刑法(明治

四十年法律第四十五号)第二百四条、第二

百六条、第二百八条、第二百八条の二、第

二百二十二条若しくは第二百四十七条の

罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律

(大正十五年法律第六十号)の罪を犯したこ

とにより、又は国税若しくは地方税に関す

る法律中偽りその他不正の行為により国

税若しくは地方税を免れ、納付せず、若し

くはこれらの税の還付を受け、若しくはこ

れらの違反行為をしようとすることに関

する罪を定めた規定に違反したことによ

り、罰金の刑に処せられ、その執行を終わ

った日又はその執行を受けることがなく

なった日から五年を経過しない者 

(4) 暴力団(暴力団員による不当な行為の防

止等に関する法律第二条第二号に規定す

る暴力団をいう。以下この(4)及びヘにおい

て同じ。)の構成員(暴力団の構成団体の構

成員を含む。以下この(4)において同じ。)

又は暴力団の構成員でなくなった日から
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五年を経過しない者(ヘ(2)において「暴力

団の構成員等」という。) 

ロ 第十六条第一項各号又は第二項各号のい

ずれかに該当したことにより、当該特定非営

利活動法人に係る控除対象寄附金の条例の

定めが廃止され、その廃止の日から五年を経

過しないもの 

ハ その定款又は事業計画書の内容が法令又

は法令に基づいてする行政庁の処分に違反

しているもの 

ニ 国税又は地方税の滞納処分の執行がされ

ているもの又は当該滞納処分の終了の日か

ら三年を経過しないもの 

ホ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重

加算金を課された日から三年を経過しない

もの 

ヘ 次のいずれかに該当するもの 

(1) 暴力団 

(2) 暴力団又は暴力団の構成員等の統制の

下にあるもの 

 

(合併特定非営利活動法人に関する適用) 

第五条 前二条に定めるもののほか、第三条第一項

の申出をしようとする特定非営利活動法人が合

併後存続した特定非営利活動法人又は合併によ

って設立した特定非営利活動法人で同項の申出

書を提出しようとする事業年度の初日において

その合併又は設立の日以後一年を超える期間が

経過していないものである場合における前二条

の規定の適用に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(合併特定非営利活動法人に関する条例第三条及

び第四条の規定の適用) 

第三十一条 条例第三条第一項の申出をしよう

とする特定非営利活動法人が合併後存続した

特定非営利活動法人で同項の申出書を提出し

ようとする事業年度の初日においてその合併

の日以後一年を超える期間が経過していない

ものである場合における同条及び条例第四条

の規定の適用については、条例第三条第二項第

一号中「の末日」とあるのは「の末日(当該末日

の翌々日以後に合併をした場合にあっては、そ

の合併の日の前日。以下この号において同じ。)」

と、「各事業年度(」とあるのは「当該特定非営

利活動法人又は合併によって消滅した各特定

非営利活動法人の各事業年度(」と、条例第四条

第十二号中「その設立の日」とあるのは「当該

申出に係る特定非営利活動法人又は合併によ

って消滅した各特定非営利活動法人の設立の

日のうち最も早い日」とする。 

2 前項に規定する場合において、当該特定非営
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利活動法人の合併前の期間につき条例第四条

第三号から第五号まで、第七号ハ及びニ並びに

第十三号に掲げる基準に適合するか否かの判

定は、次の各号に掲げる基準に応じ、当該各号

に定めるところにより行うものとする。 

一 条例第四条第三号から第五号まで並びに

第七号ハ及びニに掲げる基準 当該特定非

営利活動法人及び合併によって消滅した各

特定非営利活動法人を一の法人とみなして

判定すること。 

二 条例第四条第十三号(同条第八号ロ及び第

九号に係る部分を除く。)に掲げる基準 当該

特定非営利活動法人及び合併によって消滅

した各特定非営利活動法人のそれぞれにつ

いて判定すること。 

三 条例第四条第十三号(同条第八号ロ及び第

九号に係る部分に限る。)に掲げる基準 当該

特定非営利活動法人及び合併によって消滅

した各特定非営利活動法人(いずれも実績判

定期間中に控除対象特定非営利活動法人で

あった期間が含まれるものに限る。)のそれぞ

れについて判定すること。 

3 前二項の規定は、条例第三条第一項の申出を

しようとする特定非営利活動法人が合併によ

って設立した特定非営利活動法人で同項の申

出書を提出しようとする事業年度の初日にお

いてその設立の日以後一年を超える期間が経

過していないものである場合における同条及

び条例第四条の規定の適用について準用する。

この場合において、第一項中「当該末日の翌々

日以後に合併をした場合にあっては、その合

併」とあるのは「前項の申出書を提出しようと

する日の前日において、設立後最初の事業年度

が終了していない場合にあっては、その設立」

と、同項中「当該特定非営利活動法人又は合併」

及び「当該申出に係る特定非営利活動法人又は

合併」とあり、並びに前項各号中「当該特定非

営利活動法人及び合併」とあるのは「合併」と、

同項中「合併前」とあるのは「設立前」と、そ

れぞれ読み替えるものとする。 
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(控除対象寄附金の条例の定めに係る通知等) 

第六条 知事は、第三条第一項の申出に係る寄附金

について、控除対象寄附金として条例で定められ

たとき又は第四条の条例を定める手続を行った

にもかかわらず控除対象寄附金として条例で定

められなかったときはその旨を、当該手続を行わ

ないことを決定したときはその旨及びその理由

を、当該申出をした特定非営利活動法人に対し、

速やかに、書面により通知しなければならない。 

2 知事は、第三条第一項の申出に係る寄附金が控

除対象寄附金として条例で定められたときは、イ

ンターネットの利用その他の適切な方法により、

当該申出に係る控除対象特定非営利活動法人に

係る次に掲げる事項を周知しなければならない。 

一 名称 

二 代表者の氏名 

三 主たる事務所及び県内のその他の事務所の

所在地 

四 当該条例が効力を生じた年月日 

五 事業の概要 

六 事業を行っている地域 

七 その他規則で定める事項 

 

(控除対象寄附金の条例の定めに係る継続の申出) 

第七条 控除対象特定非営利活動法人は、当該控除

対象特定非営利活動法人に係る控除対象寄附金

の条例の定めが効力を生じた日の属する月の翌

月の初日から起算して五年(この項の規定による

申出(控除対象特定非営利活動法人の期間が複数

ある場合にあっては、直近の第三条第一項の申出

に係る当該期間中のものに限る。)をしたことの

ある控除対象特定非営利活動法人にあっては、五

年に当該申出をした数を乗じて得た年数を五年

に加えた年数)を経過した日以後引き続き控除対

象特定非営利活動法人として特定非営利活動を

行おうとするときは、規則で定める期間(以下こ

の項及び第十六条第一項第四号において「継続申

出期間」という。)に、知事に申出をしなければ

ならない。ただし、災害その他やむを得ない事由

により継続申出期間にその申出をすることがで

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(控除対象寄附金の条例の定めに係る継続の申出) 

第三十二条 条例第七条第一項に規定する規則

で定める期間は、当該控除対象特定非営利活動

法人に係る控除対象寄附金の条例の定めが効

力を生じた日の属する月の翌月の初日から起

算して五年(同項の規定による申出(控除対象特

定非営利活動法人の期間が複数ある場合にあ

っては、直近の条例第三条第一項の申出に係る

当該期間中のものに限る。)をしたことのある控

除対象特定非営利活動法人にあっては、五年に

当該申出をした数を乗じて得た年数を五年に

加えた年数)を経過する日の九月前から同日の

七月前までの期間とする。 
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きないときは、この限りでない。 

2 知事は、前項の申出があった場合において、当

該申出に係る控除対象特定非営利活動法人が第

四条各号(第六号ロ、第十号、第十二号及び第十

三号を除く。)に掲げる基準に適合するときはそ

の旨を、当該基準に適合しないときはその旨及び

その理由を、当該控除対象特定非営利活動法人に

対し、書面により通知しなければならない。 

3 第三条第一項及び第二項(第一号に係る部分を

除く。)並びに第五条の規定は、第一項の申出に

ついて準用する。この場合において、第五条中「前

二条」とあるのは、「第三条及び第七条第二項」

と読み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 条例第七条第三項において準用する条例第三

条第一項の申出書は、控除対象寄附金の条例の

定めに係る継続の申出書(第二号様式)によらな

ければならない。 

3 第三条第二項の規定は、控除対象寄附金の条

例の定めに係る継続の申出書に添付する書類

について準用する。 

4 条例第七条第一項の申出をしようとする特定

非営利活動法人が合併後存続した特定非営利

活動法人で同条第三項において準用する条例

第三条第一項の申出書を提出しようとする事

業年度の初日においてその合併の日以後一年

を超える期間が経過していないものである場

合における条例第七条第二項の規定の適用に

ついては、同項中「第四条各号」とあるのは、

「第四条第三号イ中「実績判定期間における」

とあるのは、「実績判定期間(第七条第一項の申

出をしようとする特定非営利活動法人が合併

後存続した特定非営利活動法人で同条第三項

において準用する前条第一項の申出書を提出

しようとする事業年度の初日においてその合

併の日以後一年を超える期間が経過していな

いものである場合にあっては、当該特定非営利

活動法人の直前に終了した事業年度の末日(当

該末日の翌々日以後に合併をした場合にあっ

ては、その合併の日の前日。以下このイにおい

て同じ。)以前五年内に終了した当該特定非営利

活動法人又は合併によって消滅した各特定非

営利活動法人の各事業年度のうち最も早い事

業年度の初日から当該末日までの期間をいう。

以下同じ。)における」と読み替えた場合におけ

る同条各号」とする。 
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(事業報告書等の閲覧等) 

第八条 控除対象特定非営利活動法人は、事業報告

書等、役員名簿又は定款等の閲覧の請求があった

場合には、正当な理由がある場合を除いて、これ

をその県内の事務所において閲覧させなければ

ならない。 

5 前項に規定する場合において、当該特定非営

利活動法人の合併前の期間につき条例第四条

第三号から第五号まで並びに第七号ハ及びニ

に掲げる基準に適合するか否かの判定は、当該

特定非営利活動法人及び合併によって消滅し

た各特定非営利活動法人を一の法人とみなし

て行うものとする。 

6 前二項の規定は、条例第七条第一項の申出を

しようとする特定非営利活動法人が合併によ

って設立した特定非営利活動法人で同条第三

項において準用する条例第三条第一項の申出

書を提出しようとする事業年度の初日におい

てその設立の日以後一年を超える期間が経過

していないものである場合における条例第七

条第二項の規定の適用について準用する。この

場合において、第四項中「(第七条第一項の申出

をしようとする特定非営利活動法人が合併後

存続した特定非営利活動法人で同条第三項に

おいて準用する第三条第一項の申出書を提出

しようとする事業年度の初日においてその合

併」とあるのは「(第七条第一項の申出をしよう

とする特定非営利活動法人が合併によって設

立した特定非営利活動法人で同条第三項にお

いて準用する前条第一項の申出書を提出しよ

うとする事業年度の初日においてその設立」

と、「当該末日の翌々日以後に合併をした場合

にあっては、その合併」とあるのは「当該申出

書を提出しようとする日の前日において、設立

後最初の事業年度が終了していない場合にあ

っては、その設立」と、同項中「当該特定非営

利活動法人又は合併」とあり、及び前項中「当

該特定非営利活動法人及び合併」とあるのは

「合併」と、同項中「合併前」とあるのは「設

立前」と、それぞれ読み替えるものとする。 
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2 控除対象特定非営利活動法人は、前項の請求が

あった場合において事業報告書等又は役員名簿

を閲覧させるときは、同項の規定にかかわらず、

これらに記載された事項中、個人の住所又は居所

に係る記載の部分を除くことができる。 

3 控除対象特定非営利活動法人は、その名称、代

表者の氏名、主たる事務所及び県内のその他の事

務所の所在地、設立年月日、役員の職名及び氏名、

事業報告書等(年間役員名簿並びに前事業年度の

末日における社員のうち十人以上の者の氏名(法

人にあっては、その名称及び代表者の氏名)及び

住所又は居所を記載した書面を除く。)並びに定

款について、正当な理由がある場合を除いて、イ

ンターネットを利用して公表しなければならな

い。 

4 控除対象特定非営利活動法人は、前項の規定に

より事業報告書等を公表するときは、同項の規定

にかかわらず、これに含まれる個人の住所又は居

所に係る情報を除くことができる。 

 

(代表者の氏名等の変更の届出等) 

第九条 控除対象特定非営利活動法人は、代表者の

氏名又は第三条第一項第二号若しくは第三号に

掲げる事項に変更があったときは、遅滞なく、規

則で定めるところにより、その旨を知事に届け出

なければならない。 

2 知事は、控除対象特定非営利活動法人について、

第六条第二項第一号、第三号若しくは第七号に掲

げる事項に係る定款の変更についての法第二十

五条第三項の認証をしたとき若しくは同条第六

項の届出を受けたとき、前項の届出を受けたとき

又は同号に掲げる事項に変更があったときは、イ

ンターネットの利用その他の適切な方法により、

その旨を公表するものとする。 

 

 

(申出書の添付書類及び役員報酬規程等の備置き、閲

覧等) 

第十条 控除対象特定非営利活動法人は、第三条第

二項第二号及び第三号に掲げる書類を、規則で定

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(代表者の氏名等の変更の届出) 

第三十三条 条例第九条第一項の規定による届

出は、代表者氏名等変更届出書(第三号様式)に

より行わなければならない。 

2 条例第三条第一項第二号又は第三号に掲げる

事項の変更に係る代表者氏名等変更届出書に

は、同条第二項第二号に掲げる書類(条例第四条

第二号に係るものに限る。)及び当該事項の変更

を議決した会議の議事録の謄本(当該変更が定

款の変更を伴わないものである場合に限る。)

を添えなければならない。 

3 第三条第二項の規定は、前項の規定により代

表者氏名等変更届出書に添付する書類(当該事

項の変更を議決した会議の議事録の謄本を除

く。)について準用する。 
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めるところにより、その県内の事務所に備え置か

なければならない。 

2 控除対象特定非営利活動法人は、毎事業年度初

めの三月以内に、規則で定めるところにより、次

に掲げる書類を作成し、第一号に掲げる書類につ

いてはその作成の日から起算して五年間、第二号

から第四号までに掲げる書類についてはその作

成の日から起算して五年が経過した日を含む事

業年度の末日までの間、その県内の事務所に備え

置かなければならない。 

一 前事業年度の寄附者名簿 

二 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給

に関する規程 

三 前事業年度の収益の明細その他の資金に関

する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金

に関する事項その他の規則で定める事項を記

載した書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(控除対象特定非営利活動法人がその事務所に備

え置くべき書類) 

第三十四条 条例第十条第二項第三号に規定す

る規則で定める事項は、次に掲げる事項とす

る。 

一 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他

の資金に関する事項 

二 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その

他その内容に関する事項 

三 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額そ

の他その内容に関する事項 

イ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取

引のそれぞれについて、取引金額の最も多

いものから順次その順位を付した場合に

おけるそれぞれ第一順位から第五順位ま

での取引 

ロ 役員等との取引 

四 寄附者(当該控除対象特定非営利活動法人

の役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の

親族又は役員と特殊の関係のある者で、前事

業年度における当該控除対象特定非営利活

動法人に対する寄附金の額の合計額が二十

万円以上であるものに限る。)の氏名並びにそ

の寄附金の額及び受領年月日 

五 役員等に対する報酬又は給与の状況 

六 支出した寄附金の額並びにその相手先及

び支出年月日 

七 海外への送金又は金銭の持出しを行った

場合におけるその金額及び使途並びにその
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四 前三号に掲げるもののほか、規則で定める書 

 類 

 

 

 

3 控除対象特定非営利活動法人は、助成金の支給

を行ったときは、規則で定めるところにより、遅

滞なく、その助成の実績を記載した書類を作成

し、その作成の日から起算して五年が経過した日

を含む事業年度の末日までの間、これをその県内

の事務所に備え置かなければならない。 

4 控除対象特定非営利活動法人は、第三条第二項

第二号若しくは第三号に掲げる書類又は第二項

第二号から第四号までに掲げる書類若しくは前

項の書類の閲覧の請求があった場合には、正当な

理由がある場合を除いて、これをその県内の事務

所において閲覧させなければならない。 

5 控除対象特定非営利活動法人は、第三条第二項

第三号に掲げる書類について、正当な理由がある

場合を除いて、インターネットを利用して公表し

なければならない。 

 

(役員報酬規程等の提出) 

第十一条 控除対象特定非営利活動法人は、規則で

定めるところにより、毎事業年度一回、前条第二

項第二号から第四号までに掲げる書類(同項第三

号に掲げる書類については、資産の譲渡等に係る

事業の料金、条件その他その内容に関する事項以

外の事項を記載した書類に限る。)を知事に提出

しなければならない。ただし、同項第二号に掲げ

る書類については、既に知事に提出されている当

該書類の内容に変更がない場合は、この限りでな

い。 

2 控除対象特定非営利活動法人は、助成金の支給

を行ったときは、規則で定めるところにより、前

条第三項の書類を知事に提出しなければならな

い。 

 

 

実施日 

2 条例第十条第二項第四号に規定する規則で定

める書類は、条例第四条第二号、第六号(ロに係

る部分を除く。)、第七号イ及びロ、第八号、第

九号、第十一号並びに第十四号に掲げる基準に

適合している旨を説明する書類とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(役員報酬規程等の提出) 

第三十五条 条例第十一条第一項本文の規定に

よる書類の提出は、毎事業年度初めの三月以内

に、その旨を記載した書面により行わなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

2 条例第十一条第二項の規定による書類の提出

は、遅滞なく、その旨を記載した書面により行

わなければならない。 

3 第三条第二項の規定は、条例第十一条の規定

により提出する書類について準用する。 
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(役員報酬規程等の公開) 

第十二条 知事は、控除対象特定非営利活動法人か

ら提出を受けた第三条第二項第二号若しくは第

三号に掲げる書類、第九条第一項の規定による届

出に係る書類(規則で定める書類を除く。)又は第

十条第二項第二号から第四号までに掲げる書類

若しくは同条第三項の書類(過去五年間に提出を

受けたものに限る。)について閲覧又は謄写の請

求があったときは、規則で定めるところにより、

これを閲覧させ、又は謄写させなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 前項の規定により謄写の請求をする者は、当該

謄写に代えて同項の書類の写しの交付を受ける

ことができる。この場合において、当該書類の写

しの交付を受ける者は、当該写しの作成及び送付

に要する費用の額として知事が定める額を負担

しなければならない。 

 

(控除対象特定非営利活動法人の合併) 

第十三条 控除対象特定非営利活動法人は、合併し

ようとするときは、法第三十四条第三項の認証の

申請をするとともに、規則で定めるところによ

(役員報酬規程等の閲覧等) 

第三十六条 条例第十二条第一項に規定する規

則で定める書類は、条例第三条第一項第二号又

は第三号に掲げる事項の変更を議決した会議

の議事録の謄本とする。 

2 条例第十二条第一項の規定による閲覧又は謄

写(以下「閲覧等」という。)は、知事が定める

場所(以下「閲覧所」という。)において行うも

のとする。 

3 閲覧所において閲覧等をすることができる日

は、青森県の休日に関する条例(平成元年三月青

森県条例第三号)第一条第一項に規定する県の

休日以外の日とする。 

4 閲覧所において閲覧等をすることができる時

間は、午前八時三十分から午後五時までとす

る。 

5 知事は、書類の整理等のため必要がある場合

は、臨時に閲覧所の休日を設け、又は閲覧所に

おいて閲覧等をすることができる時間を短縮

することがある。 

6 閲覧等をしようとする者(以下「閲覧者等」と

いう。)は、備付けの閲覧謄写簿(第四号様式)に

必要な事項を記入しなければならない。 

7 閲覧者等は、閲覧等に係る書類を指示された

場所以外の場所に持ち出してはならない。 

8 知事は、閲覧者等が前項の規定に違反したと

き、又は閲覧等に係る書類を汚損し、若しくは

毀損し、若しくはそのおそれがあると認めると

きは、その者の閲覧等を禁止することがある。 

9 条例第十二条第二項の規定により同条第一項

に規定する書類の写しの交付を受けようとす

る者は、役員報酬規程等の写し交付請求書(第五

号様式)を知事に提出しなければならない。 
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り、その旨を知事に届け出なければならない。 

2 知事は、前項の届出があったときは、インター

ネットの利用その他の適切な方法により、その旨

を公表しなければならない。 

3 知事は、第一項の届出があった場合において、

合併後存続する特定非営利活動法人又は合併に

よって設立する特定非営利活動法人が第四条各

号に掲げる基準に適合するときはその旨を、当該

基準に適合しないときはその旨及びその理由を、

当該届出をした控除対象特定非営利活動法人に

対し、書面により通知しなければならない。 

4 第三条の規定は第一項の届出について、第十条

第一項の規定は第一項の届出があった場合につ

いて、それぞれ準用する。この場合において、必

要な技術的読替えその他これらの規定の適用に

関し必要な事項は、規則で定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(控除対象特定非営利活動法人の合併) 

第三十七条 条例第十三条第四項において準用

する条例第三条第一項の届出書は、合併届出書

(第六号様式)によらなければならない。 

2 第三条第二項の規定は、合併届出書に添付す

る書類(条例第十三条第四項において準用する

条例第三条第二項第一号に掲げる書類を除く。)

について準用する。 

3 条例第十三条第四項の規定により条例第三条

の規定を準用する場合には、同条第二項第一号

中「前項の申出をしようとする特定非営利活動

法人の」とあるのは「合併後存続する特定非営

利活動法人又は合併によって消滅する各特定

非営利活動法人(合併によって特定非営利活動

法人を設立する場合にあっては、合併によって

消滅する各特定非営利活動法人。以下この号に

おいて同じ。)の各事業年度のうち」と、「五年(控

除対象特定非営利活動法人であった期間がな

い特定非営利活動法人が同項の申出をしよう

とする場合にあっては、二年)」とあるのは「二

年」と、「各事業年度(」とあるのは「合併後存

続する特定非営利活動法人又は合併によって

消滅する各特定非営利活動法人の各事業年度(」

と、同項第二号中「次条各号」とあるのは「次

条第十二号中「前条第一項の申出書を提出した

日を含む事業年度の初日」とあるのを「合併後

存続する特定非営利活動法人又は合併によっ

て消滅する各特定非営利活動法人(合併によっ

て特定非営利活動法人を設立する場合にあっ

ては、合併によって消滅する各特定非営利活動
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5 第一項の届出をする控除対象特定非営利活動法

人が、併せて第十六条第一項第八号の申出をする

法人)の各事業年度のうち直近に終了した事業

年度の末日の翌日」と、「その設立」とあるの

を「合併後存続する特定非営利活動法人及び合

併によって消滅する各特定非営利活動法人(合

併によって特定非営利活動法人を設立する場

合にあっては、合併によって消滅する各特定非

営利活動法人)であって控除対象特定非営利活

動法人でないものの設立」と読み替えた場合に

おける同条各号」とする。 

4 条例第十三条第四項の規定により条例第三条

の規定を準用する場合において、合併後存続す

る特定非営利活動法人及び合併によって消滅

する各特定非営利活動法人(合併によって特定

非営利活動法人を設立する場合にあっては、合

併によって消滅する各特定非営利活動法人。以

下この項において同じ。)の実績判定期間につき

条例第四条第三号から第五号まで、第七号ハ及

びニ並びに第十三号に掲げる基準に適合する

か否かの判定は、次の各号に掲げる基準に応

じ、当該各号に定めるところにより行うものと

する。 

一 条例第四条第三号から第五号まで並びに

第七号ハ及びニに掲げる基準 合併後存続

する特定非営利活動法人及び合併によって

消滅する各特定非営利活動法人を一の法人

とみなして判定すること。 

二 条例第四条第十三号(同条第八号ロ及び第

九号に係る部分を除く。)に掲げる基準 合併

後存続する特定非営利活動法人及び合併に

よって消滅する各特定非営利活動法人のそ

れぞれについて判定すること。 

三 条例第四条第十三号(同条第八号ロ及び第

九号に係る部分に限る。)に掲げる基準 合併

後存続する特定非営利活動法人及び合併に

よって消滅する各特定非営利活動法人(いず

れも実績判定期間中に控除対象特定非営利

活動法人であった期間が含まれるものに限

る。)のそれぞれについて判定すること。 
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場合においては、前二項の規定は適用しない。 

 

(報告及び検査) 

第十四条 知事は、控除対象特定非営利活動法人が

法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは

定款に違反し、又はその運営が著しく適正を欠い

ている疑いがあると認めるときは、当該控除対象

特定非営利活動法人に対し、その業務若しくは財

産の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、当

該控除対象特定非営利活動法人の事務所その他

の施設に立ち入り、その業務若しくは財産の状況

若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させるこ

とができる。 

2 知事は、前項の規定による検査をさせる場合に

おいては、当該検査をする職員に、同項の疑いが

あると認める理由を記載した書面を、あらかじ

め、当該控除対象特定非営利活動法人の役員その

他の当該検査の対象となっている事務所その他

の施設の管理について権限を有する者(第四項に

おいて「控除対象特定非営利活動法人の役員等」

という。)に提示させなければならない。 

3 前項の規定にかかわらず、知事が第一項の規定

による検査の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

があると認める場合には、前項の規定による書面

の提示を要しない。 

4 前項の場合において、知事は、第一項の規定に

よる検査を終了するまでの間に、当該検査をする

職員に、同項の疑いがあると認める理由を記載し

た書面を、控除対象特定非営利活動法人の役員等

に提示させるものとする。 

5 第二項又は前項の規定は、第一項の規定による

検査をする職員が、当該検査により第二項又は前

項の規定により理由として提示した事項以外の

事項について第一項の疑いがあると認められる

こととなった場合において、当該事項に関し検査

を行うことを妨げるものではない。この場合にお

いて、第二項又は前項の規定は、当該事項に関す

る検査については適用しない。 

6 第一項の規定による検査をする職員は、その身

分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを提示し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(身分証明書) 

第三十八条 条例第十四条第六項の身分を示す

証明書は、身分証明書(第七号様式)によるもの
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なければならない。 

7 第一項の規定による検査の権限は、犯罪捜査の

ために認められたものと解してはならない。 

 

(勧告、命令等) 

第十五条 知事は、控除対象特定非営利活動法人に

ついて、次条第二項各号のいずれかに該当すると

疑うに足りる相当な理由がある場合には、当該控

除対象特定非営利活動法人に対し、期限を定め

て、その改善のために必要な措置を採るべき旨の

勧告をすることができる。 

2 知事は、前項の規定による勧告を受けた控除対

象特定非営利活動法人が、正当な理由がなく、そ

の勧告に係る措置を採らなかったときは、当該控

除対象特定非営利活動法人に対し、その勧告に係

る措置を採るべきことを命ずることができる。 

3 第一項の規定による勧告及び前項の規定による

命令は、書面により行うよう努めなければならな

い。 

4 知事は、第一項の規定による勧告又は第二項の

規定による命令をしたときは、インターネットの

利用その他の適切な方法により、その旨を公表し

なければならない。 

 

(控除対象寄附金の条例の定めを廃止する手続を行

う場合等) 

第十六条 知事は、控除対象特定非営利活動法人が

次の各号のいずれかに該当するときは、当該控除

対象特定非営利活動法人に係る控除対象寄附金

の条例の定めを廃止するために必要な手続を行

わなければならない。 

一 第四条第一号に掲げる基準に適合しなくな

ったとき。 

二 第四条第十四号に掲げる基準に適合しなく

なったとき。 

三 偽りその他不正の手段により控除対象特定

非営利活動法人となったとき。 

四 継続申出期間に、第七条第一項の申出をしな

かったとき(同項ただし書の場合を除く。)。 

五 第七条第一項の申出があった場合において、

とする。 



171 
 

当該控除対象特定非営利活動法人が第四条各

号(第六号ロ、第十号、第十二号及び第十三号

を除く。)に掲げる基準に適合しないとき。 

六 第十三条第一項の届出があった場合におい

て、合併後存続する特定非営利活動法人又は合

併によって設立する特定非営利活動法人が第

四条各号に掲げる基準に適合しないとき。 

七 正当な理由がなく、前条第二項の規定による

命令に従わないとき。 

八 控除対象特定非営利活動法人から当該控除

対象特定非営利活動法人に係る控除対象寄附

金の条例の定めの廃止について申出があった

とき。 

九 控除対象特定非営利活動法人が解散したと

き。 

2 知事は、控除対象特定非営利活動法人が次の各

号のいずれかに該当するときは、当該控除対象特

定非営利活動法人に係る控除対象寄附金の条例

の定めを廃止するために必要な手続を行うこと

ができる。 

一 第四条第二号、第六号、第七号イ若しくはロ

又は第十一号に掲げる基準に適合しなくなっ

たとき。 

二 正当な理由がないのに、第八条第一項又は第

十条第四項の規定に違反して書類を閲覧させ

ず、又は虚偽の書類を閲覧させたとき。 

三 正当な理由がないのに、第八条第三項又は第

十条第五項の規定に違反して書類を公表しな

かったとき。 

四 第九条第一項又は第十三条第一項の規定に

違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をした

とき。 

五 第十条第一項(第十三条第四項において準用

する場合を含む。)、第二項又は第三項の規定

に違反して、書類を備え置かず、又はこれに記

載すべき事項を記載せず、若しくは不実の記載

をしたとき。 

六 第十一条の規定に違反して、書類の提出を怠

ったとき。 

七 第十四条第一項の規定による報告をせず、若
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しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

八 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分

に違反したとき。 

3 知事は、控除対象特定非営利活動法人が第一項

各号又は前項各号のいずれかに該当したことに

より、当該控除対象特定非営利活動法人に係る控

除対象寄附金の条例の定めが廃止されたときは、

当該控除対象特定非営利活動法人であった特定

非営利活動法人に対し、その旨及びその理由を、

速やかに書面により通知しなければならない。 

4 知事は、控除対象特定非営利活動法人が第一項

各号又は第二項各号のいずれかに該当したこと

により、当該控除対象特定非営利活動法人に係る

控除対象寄附金の条例の定めが廃止されたとき

は、インターネットの利用その他の適切な方法に

より、その旨及びその理由を周知しなければなら

ない。 

 

(警察本部長への意見聴取等) 

第十七条 知事は、次の各号のいずれかに該当する

ときは、第四条第十四号イ(4)又はヘに該当する事

由の有無について、警察本部長の意見を聴くこと

ができる。 

一 第三条第一項の申出があったとき。 

二 第七条第一項の申出があったとき。 

三 第十三条第一項の届出があったとき。 

四 第十五条第一項の規定による勧告又は同条

第二項の規定による命令をしようとするとき。 

2 警察本部長は、控除対象特定非営利活動法人に

ついて第四条第十四号イ(4)又はヘに該当する事

由があると疑うに足りる相当な理由があるため、

知事が当該控除対象特定非営利活動法人に対し

て適当な措置を採ることが必要であると認める

場合には、知事に対し、その旨の意見を述べるこ

とができる。 

 

(協力依頼) 

第十八条 知事は、この条例の施行のため必要があ

ると認めるときは、官庁、公共団体その他の者に
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照会し、又は協力を求めることができる。 

 

(施行事項) 

第十九条 この条例に定めるもののほか、この条例

の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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第１号様式（第３条関係） 

年  月  日 

  青森県知事          殿 

 

                    （特定非営利活動法人の名称） 

                      代表者氏名          

                     電話番号 

 

控除対象寄附金の条例の定めに係る申出書 

 

青森県控除対象特定非営利活動法人に係る寄附金を定めるための手続等に関する条

例第３条第１項の規定により、下記のとおり申し出ます。 

 

記 

１ 設立年月日 

２ 主たる事務所の所在地及び電話番号 

３ 県内のその他の事務所の所在地及び電話番号 

４ 現に行っている事業の概要 

５ ４の事業を行っている地域 

（備考） 

  １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 

  ２ ２及び３には、事務所の所在地の町名及び地番まで記載すること。 

  ３ 申出書には、次に掲げる書類を添付すること。 

○1  実績判定期間（条例第３条第１項の申出をしようとする特定非営

利活動法人の直前に終了した事業年度の末日以前５年（控除対象特

定非営利活動法人であった期間がない特定非営利活動法人が同項の

申出をしようとする場合にあっては、２年）内に終了した各事業年

度（その期間が１年を超える場合は、当該期間をその初日以後１年

ごとに区分した期間（最後に１年未満の期間を生じたときは、その

１年未満の期間）。以下同じ。）のうち最も早い事業年度の初日から

当該末日までの期間をいう。）内の日を含む各事業年度の寄附者名

簿（各事業年度に当該申出に係る特定非営利活動法人が受け入れた

寄附金の支払者ごとに当該支払者の氏名（法人にあっては、その名

称）及び住所並びにその寄附金の額及び受け入れた年月日を記載した

書類をいう。）（条例第３条第２項第１号） 

○2  条例第４条各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（①の

書類を除く。）（条例第３条第２項第２号）[２部] 

○3  寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

（条例第３条第２項第３号）[２部] 
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第２号様式（第３２条関係） 

年  月  日 

 

  青森県知事          殿 

 

                   （控除対象特定非営利活動法人の名称） 

                     代表者氏名            

                    電話番号 

 

控除対象寄附金の条例の定めに係る継続の申出書 

 

青森県控除対象特定非営利活動法人に係る寄附金を定めるための手続等に関する条

例第７条第１項の規定により、下記のとおり申し出ます。 

 

記 

 

１ 設立年月日 

２ 主たる事務所の所在地及び電話番号 

３ 県内のその他の事務所の所在地及び電話番号 

４ 現に行っている事業の概要 

５ ４の事業を行っている地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

  １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 

  ２ ２及び３には、事務所の所在地の町名及び地番まで記載すること。 

  ３ 申出書には、次に掲げる書類を添付すること。 

○1  条例第４条各号（第６号ロ、第１０号、第１２号及び第１３号

を除く。）に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（条例第７条

第３項で準用する条例第３条第２項第２号）[２部] 

○2  寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

（条例第７条第３項で準用する条例第３条第２項第３号）[２部] 
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第３号様式（第３３条関係） 

年  月  日 

 

  青森県知事          殿 

 

（控除対象特定非営利活動法人の名称） 

                      代表者氏名          

                     電話番号 

 

代表者氏名等変更届出書 

 

下記のとおり変更があったので、青森県控除対象特定非営利活動法人に係る寄附金

を定めるための手続等に関する条例第９条第１項の規定により、届け出ます。 

 

記 

 

１ 変更する事項 

 

 

２ 変更の内容 

変更年月日 変    更    後 変    更    前 

   

 

３ 変更の理由 

 

 

（備考） 

 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 

 ２ 現に行っている事業の概要又は当該事業を行っている地域の変更の場合、届出

書には、次に掲げる書類を添付すること。 

○1  条例第３条第２項第２号に掲げる書類（条例第４条第２号に係るものに限る

。）[２部] 

○2  当該事項の変更を議決した会議の議事録の謄本（定款の変更を伴わない場合

に限る。） 
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第４号様式（第３６条関係） 

 

閲  覧  謄  写  簿 

 

 

閲覧（謄写）日 

 

閲 覧 （ 謄 写 ） 者 
摘     要 

氏     名 住        所 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

（備考）  

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 

２ 謄写しようとする場合は、摘要欄にその旨を記載すること。 
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第５号様式（第３６条関係） 

 

年  月  日   

青森県知事          殿 

 

請求者 住所又は居所           

氏名               

電話番号             

 

役員報酬規程等の写し交付請求書 

 

青森県控除対象特定非営利活動法人に係る寄附金を定めるための手続等に関する条

例第１２条第２項の規定により、下記のとおり役員報酬規程等の写しの交付を受けた

いので、請求します。 

 

記 

 

１ 写しの交付を請求する書類の名称 

２ 写しの交付の方法 

○1  閲覧所において写しを交付 

○2  写しを送付 

 

（備考） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 

２ ２は、希望する写しの交付の方法の番号を○で囲むこと。 
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第６号様式（第３７条関係） 

年  月  日   

 

青森県知事          殿 

 

（控除対象特定非営利活動法人の名称）  

代表者氏名            

電話番号               

 

合 併 届 出 書 

 

  下記のとおり、    年  月  日付けで特定非営利活動促進法第３４条第

３項の認証の申請をしたので、青森県控除対象特定非営利活動法人に係る寄附金を

定めるための手続等に関する条例第１３条第１項の規定により、届け出ます。 

 

記 

 

１ 合併後存続する（合併によって設立する）特定非営利活動法人の名称 

２ 代表者の氏名 

３ 主たる事務所の所在地及び電話番号 

４ 県内のその他の事務所の所在地及び電話番号 

５ 現に行っている事業の概要 

６ ５に記載した事業を行っている地域 

７ 合併によって消滅する特定非営利活動法人の名称 

 

（備考） 

  １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 

  ２ ３及び４には、事務所の所在地の町名及び地番まで記載すること。 

３ 届出書には、次に掲げる書類を添付すること。 

   ○1  実績判定期間（合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって消滅

する各特定非営利活動法人（合併によって特定非営利活動法人を設立する場

合にあっては、合併によって消滅する各特定非営利活動法人。以下同じ。）

の各事業年度のうち直前に終了した事業年度の末日以前２年内に終了した合

併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって消滅する各特定非営利活

動法人の各事業年度（その期間が１年を超える場合は、当該期間をその初日

以後１年ごとに区分した期間（最後に１年未満の期間を生じたときは、その

１年未満の期間）。以下同じ。）のうち最も早い事業年度の初日から当該末

日までの期間をいう。）内の日を含む各事業年度の寄附者名簿（各事業年度

に当該届出に係る特定非営利活動法人が受け入れた寄附金の支払者ごとに当

該支払者の氏名（法人にあっては、その名称）及び住所並びにその寄附金の

額及び受け入れた年月日を記載した書類をいう。）（条例第１３条第４項で
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準用する条例第３条第２項第１号） 

   ○2  条例第４条第１項各号に掲げる基準に適合する旨を説明する書類（○1 の書

類を除く。）（条例第１３条第４項で準用する条例第３条第２項第２号） 

［２部］ 

   ○3  寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類（条例第１３

条第４項で準用する条例第３条第２項第３号）［２部］ 
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第７号様式（第３８条関係） 

 

  表 

 

第     号  

身  分  証  明  書 

 

 

所 属             

職氏名             

 

年  月  日生  

 

上記の者は、青森県控除対象特定非営利活動法人に係る寄附金を定めるための手続

等に関する条例第１４条第１項の規定により控除対象特定非営利活動法人の業務及び

財産の状況等を検査する職員であることを証明する。 

 

年  月  日発行           

 

青森県知事          印  

青森県控除対象特定非営利活動法人に係る寄附金を定めるための手続等に関する条例

（抜粋） 

 

 （報告及び検査） 

第１４条 知事は、控除対象特定非営利活動法人が法令、法令に基づいてする行政庁

の処分若しくは定款に違反し、又はその運営が著しく適正を欠いている疑いがある

と認めるときは、当該控除対象特定非営利活動法人に対し、その業務若しくは財産

の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、当該控除対象特定非営利活動法人の事

務所その他の施設に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類そ

の他の物件を検査させることができる。 

２ 知事は、前項の規定による検査をさせる場合においては、当該検査をする職員に 、

同項の疑いがあると認める理由を記載した書面を、あらかじめ、当該控除対象特定

非営利活動法人の役員その他の当該検査の対象となっている事務所その他の施設の

管理について権限を有する者（第４項において「控除対象特定非営利活動法人の役

員等」という。）に提示させなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、知事が第１項の規定による検査の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあると認める場合には、前項の規定による書面の提示を要しない。 
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  裏 

４ 前項の場合において、知事は、第１項の規定による検査を終了するまでの間に、

当該検査をする職員に、同項の疑いがあると認める理由を記載した書面を、控除対

象特定非営利活動法人の役員等に提示させるものとする。 

５ 第２項又は前項の規定は、第１項の規定による検査をする職員が、当該検査によ

り第２項又は前項の規定により理由として提示した事項以外の事項について第１項

の疑いがあると認められることとなった場合において、当該事項に関し検査を行う

ことを妨げるものではない。この場合において、第２項又は前項の規定は、当該事

項に関する検査については適用しない。 

６ 第１項の規定による検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人

にこれを提示しなければならない。 

７ 第１項の規定による検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解しては

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１ 用紙の大きさは、縦１２センチメートル、横９センチメートルとする。 

２ この用紙は、中央の点線の所から二つ折りとする。 
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